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平成２８年第２回那須塩原市議会定例会 

 

議 事 日 程 （第４号） 

 

                           平成２８年３月３日（木曜日）午前１０時開議 

 

日程第 １ 市政一般質問 

    ２ 番 星 宏子議員 

      １．子育て世帯支援について 

      ２．スクールソーシャルワーカーの今後の活用について 

      ３．消費者教育の充実について 

      ４．障害者スポーツの振興について 

    ２３番 平山啓子議員 

      １．防災について 

      ２．「あいサポート運動」について 

      ３．高齢者就労支援について 

    ４ 番 齊藤誠之議員 

      １．那須塩原市保育園整備計画（後期計画）について 

      ２．市営住宅指定管理業務について 

      ３．小規模企業振興基本法に伴う、本市の対応について 

    １１番 髙久好一議員 

      １．新市長の政治姿勢について 

      ２．国保税の引き下げについて 

      ３．定住促進について 

      ４．本市の水道料金について 
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開議 午前１０時００分 

 

◎開議の宣告 

○議長（中村芳隆議員） おはようございます。 

  散会前に引き続き、本日の会議を開きます。 

  ただいまの出席議員は25名であります。 

  19番、若松東征議員より遅刻する旨の届け出が

あります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎発言の訂正 

○議長（中村芳隆議員） ここで教育部長より発言

があります。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 昨日の相馬剛議員の市政

一般質問のスポーツ振興基本計画の中で、私の答

弁の中で、次期計画について10年間というような

お話をさせていただきました。内容を整理しまし

て、５年間のローリングでいく考えでおりますの

で、ご訂正をいただければと思います。よろしく

お願いします。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎議事日程の報告 

○議長（中村芳隆議員） 本日の議事日程は、お手

元に配付のとおりであります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎市政一般質問 

○議長（中村芳隆議員） 日程第１、市政一般質問

を行います。 

  質問通告者に対し順次発言を許します。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 星   宏 子 議員 

○議長（中村芳隆議員） 初めに、２番、星宏子議

員。 

○２番（星 宏子議員） おはようございます。 

  議席番号２番、公明クラブ、星宏子です。 

  通告に従い市政一般質問を始めます。 

  １、子育て世帯支援について。 

  平成27年に策定した那須塩原市子ども・子育て

未来プラン。基本理念は「親と子が育ちあい 健

やかにふれあえるまち なすしおばら」です。子

ども・子育てをめぐる本市の現状として、未就学

児と小学生の平成27年度から31年度までの人口推

移を見ると減少傾向となり、ゼロ歳児は５年間で

68人減少することが見込まれていると記載されて

います。 

  ひとり親世帯、６人に１人と言われている貧困

世帯、ほかに支援を必要とする子育て世帯のサポ

ートを強化することは、定住促進の推進力となり、

人口減少の歯どめとなると考えます。 

  子育てが、孤立の「孤」と書きますが、「孤育

て」となることにより育児ストレスがたまってし

まったり、フルで働いているため、毎回、子ども

の送迎にファミリーサポートを依頼すると費用が

かさみ利用をためらってしまうといったことも聞

いています。 

  子育て世帯へ地域で見守りを行ったり、家庭と

地域との連携体制を整えたり、また会員同士が助

け合うファミリーサポートセンターをさらに利用

しやすくすることは、「健やかにふれあえるま

ち」をつくる上で重要と考え、以下について伺い

ます。 

  ⑴ファミリーサポートの利用は保育施設や学校
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等の送迎が多く、生活保護世帯や準要保護世帯は

複数回依頼すると家計に大きく影響します。利用

しやすくするために補助金の導入をする考えがあ

るかお伺いします。 

  ⑵育児に悩む家庭に対して、ボランティアによ

る親への傾聴活動や地域連携によるアウトリーチ

型支援体制づくりについて市の考えをお伺いしま

す。 

  ⑶生活保護受給世帯のシングルマザーへの支援

についてお伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員の質問

に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） おはようございます。 

  ２番、星宏子議員の質問にお答えをいたします。 

  まず、１の子育て支援について順次お答えをし

てまいります。 

  初めに、⑴のファミリーサポートセンターの利

用料金に係る補助金の導入についてお答えをいた

します。 

  現在、ファミリーサポートセンターはＮＰＯ法

人に運営を委託しておりますが、平成28年度末で

委託契約が終了いたします。このため、平成29年

度以降の新たな契約に向け、委託内容等の見直し

を行う中で検討してまいりたいと考えております。 

  次に、⑵の育児に悩む家庭に対するボランティ

アによる親への傾聴活動や地域連携によるアウト

リーチ型支援体制づくりについてお答えをいたし

ます。 

  ご質問のアウトリーチ型の支援体制とは、一般

的に福祉等の分野で支援機関が手を差し伸べ支援

を届ける取り組みであり、困難を抱えながらも支

援が必要であることを自覚していない方や、相談

するすべを持たない方などの潜在的なニーズとつ

ながる手法として効果があると言われております。 

  本市においても、その手法の一つとして子育て

家庭への訪問型家庭支援を行っております。家庭

相談員が気になる家庭を訪問し、傾聴することを

基本に話し相手になりながら見守りをしており、

その結果、保護者の子育てに対する自信の回復や

各支援制度につなげる橋渡しをしております。 

  また、地域との連携については民生委員に見守

りなどをお願いしているケースもあり、現在の体

制の中で対応していくことが望ましいと考えてお

ります。 

  最後に、⑶の生活保護受給世帯のシングルマザ

ーへの支援についてお答えをいたします。 

  本市における生活保護受給世帯を含めたひとり

親家庭への支援事業といたしましては、児童扶養

手当ひとり親家庭医療費助成事業、ひとり親家庭

自立支援教育訓練給付金事業、ひとり親家庭高等

職業訓練促進給付金等事業、母子・父子自立支援

プログラム事業などがございます。いずれの事業

につきましても、就労しみずから収入を得て自立

していけることを目標に支援をしております。 

  ひとり親の多くは就労しながら子育てに奮闘し

ておりますが、ひとりで頑張り過ぎるために子育

ての心配事や不安を相談できないことで子どもた

ちに影響が出ることが懸念されます。そこで、子

ども・子育て総合センターでは、母子・父子自立

支援員や家庭相談員が相談体制を整え、支援の充

実を図っております。 

  答弁といたします。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） それでは、順番に従いま

して再質問をさせていただきます。 

  ファミリーサポートセンターの補助に関しては、

29年度以降の新たな契約に向けて検討したいとい

うご返答をいただきました。 

  補助金はとても大切となります。生活に困った
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り出費を抑えるために、例えば困窮している家庭

がファミサポを退会してしまったり利用しなくな

ってしまうと、かかわる人が少なくなってしまい

ます、そのご家族に対して。 

  今の社会情勢を見ますと、貧困から来る虐待も

少なくはありません。ファミリーサポートを利用

することで気分転換をしてストレス解消になった

り、そういったことでご利用いただいている方も

いらっしゃるとは思うんですが、いらいらを子ど

もにぶつけることも少なくなってきます。 

  この補助金というものは、親への補助ではなく

子どもへの直接の補助になりますので、お金の切

れ目が縁の切れ目とならないように、しっかりと

こういった中で踏まえながら検討していただけれ

ばと思います。 

  続きまして、⑵番のアウトリーチ型支援につい

ての再質問になりますが、家庭相談員さんが気に

なる家庭に訪問をしてという返答をいただきまし

たが、家庭相談員さんの現在の人数と、あと、こ

こにかかわるための子どもの年齢制限とかがある

のでしょうか、お伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） それでは、家庭相

談員ということで、所管であります私のほうから

回答させていただきます。 

  現在の家庭相談員の人数ですが、５人となって

おります。年齢制限があるかというところなんで

すけれども、子どもというくくりの中で家庭相談

員が出向いていっているというケースもあります

が、当然、子ども・子育て総合センターでは母

子・父子のほうの相談員もおりまして、そういう

相談員と協力しながら、例えばＤＶとか虐待とか、

子どもさんに直接かかわらないところも含めて相

談を受けておりますので、広く市民の方々の相談

を受けているというのが現状でございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） 今、家庭相談員さん５人

のほかに母子・父子相談員さんがいらっしゃると

いうことでお答えいただいたのですが、そのケー

スによってさまざま問題もあるとは思うんですけ

れども、例えばそういう問題があるご家庭に対し

て、ちょっと支援が必要だなというご家庭に対し

て何回ぐらい、そういった５人体制の中で訪問で

きるのかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 何回ぐらいと、そ

れぞれのケースによって違ってきます。先ほど私、

母子・父子相談員と申し上げましたが、ごめんな

さい、正確には母子・父子自立支援員という名称

でございます。 

  実績で対応する件数としますと、例えば25年度

が延べで1,306件、26年度が1,404件、28年度は、

実際のところ現状で伸びておりますので、このま

まの伸びでいくと大体2,200件という予想はして

おります。 

  相談の実人数ということになりますと428人と

いうことですので、５人の家庭相談員で割ると１

人当たり86人の方々と接して、大体１人当たり５

回ずつぐらいですかね。延べということなので一

概には、すぐ問題が解決する方もいらっしゃいま

すし継続してかかわっていく方もおりますので、

単純な割り切り方はできないんですけれども、そ

ういう形でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） ケースによってさまざま

だとは思います。やはり相談件数も今聞いたとこ

ろでも2,200件はいくのではないかということで、
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年々伸びているということも、相談員さんは大変

な中で１件１件のそういう困難なご家庭に対して

相談を受けていらっしゃるということがわかりま

した、ありがとうございます。 

  もう一つ、気になる家庭に対して訪問している

ということだったんですけれども、その気になる

家庭というものはどういった形で掌握をされてい

るのか。本人から困っているので助けてください

というふうな形で相談になるのか、それとも乳幼

児健診のときにちょっと保育士さんといいますか

そういった方が気がつくのか、または子育てサロ

ンなのか、幼稚園、保育園、託児所からのご依頼

になるのか、その掌握方法としてはどういった形

になるのでしょうか、お伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 今、議員おっしゃ

っていただいたように、あらゆるケースでかかわ

りができております。当然いろんな施設から、保

育施設等からのちょっとした気になるところがあ

るという情報もありますし、子どもさんの健診の

ときに気がついてというのもありますし、あとご

本人のほうからヘルプというお声がかかって相談

したいということでかかわっていくというのがあ

りますので、いろんなケースがあるということで

ございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） あとは、地域との連携に

つきましては、民生委員さんにも見守りをお願い

しているケースもあるというご答弁でしたが、民

生委員さんは高齢者の方も含めての対応になると

思います。今後ますます見守りの必要な高齢者の

方もふえてくるということを考えますと、子育て

世代までの対応もできるのかどうか。今おっしゃ

ってくださった件数を見てもかなりの件数ふえて

いるという部分を踏まえると、対応できるのかな

という部分を感じたので、ご質問いたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 先ほどの答弁の中

で、市長の答弁の中で、民生委員の方々にもご協

力いただいているというのは、具体的にそういう

組織として動いていただいているということでは

なくて、地域の見守りを当然民生委員の方々には

高齢者の方々も含めてやっていただいているので、

気になる家庭とか気になる方がいらっしゃるとい

う中での情報をいただいたりとか、そういうとこ

ろでご協力いただいているということでございま

す。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） 了解いたしました。 

  本市は離婚率もまた高いです。虐待の相談件数

も年々増加していると前回の定例会で平山議員の

質問に対して答弁がありましたが、要は、先ほど

のご答弁の中では現在の体制の中での対応が望ま

しいというお答えでしたけれども、実際のところ、

５人の家庭相談員さん、母子・父子自立支援相談

員さん、プラス民生委員さんには情報提供という

ことでお答えいただきましたが、対応し切れるも

のなのかどうかお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 現在の人数で対応

できるかというところなんですけれども、当然、

先ほどの自立支援員とか家庭相談員だけで活動し

ているわけではございません。いろいろなケース

ごとに、県の児童相談所のほうと連携して活動を

したり、当然、市の保健師もかかわったり、あと
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は妊産婦のほうにかかわる母子推進員さんとか、

いろんな方が困り感を抱えている家庭の方とかか

わっておりますので、現在の体制でいきたいと考

えております。 

  家庭相談員につきましては、来年度の予算で１

名の増員をお願いしているところでございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） 了解いたしました。 

  来年１名ふえるということで、また、さまざま

な行政機関とのそういった連携もできているとい

うことでお伺いをいたしました。 

  また、ちょっと変わるのですが、例えば子育て

に関する悩みとか相談事というのは、窓口という

のはかなり整備もされていますし、さまざまな相

談窓口も整っていると思うんですけれども、今度、

子どものこととしての悩みというよりも母親自身

の悩みを傾聴するような、そういったシステムが

あるのかどうかお伺いしたいんです。 

  これというのも、自分自身に例えばトラウマだ

ったりとか悩みが根底にあるために育児に自信が

持てずにさらに悩んでしまうケースもありますの

で、お伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 当然、いろんなご

相談の中には子どもに関するものではなくてその

保護者の方、母親・父親、両方の方々からの、今、

議員がおっしゃったトラウマとか子育てに自信が

ないとか、自分自身にちょっと自信がないとか、

いろんな悩みを抱えている方が実際いらっしゃい

ます。 

  そういう方につきましては、今の体制の中で、

子ども・子育て総合センターの中で、子どもを持

っていらっしゃらない方の相談についても受けて

いますし、あとは直接ご相談を受けられないとき

にはこういう相談機関があるというご紹介もして

おりますので、そういった形で対応はさせていた

だいているところです。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） 子ども・子育てセンター

のほうでも悩みのほうは受け付けてくださってい

るということなんですけれども、外に出てそうい

うところに電話をして相談できる方はまだいいと

思うんです。 

  本当にこもってしまって悩んでしまって引きこ

もり状態でどこに相談していいかがわからない、

そういった方、ご家庭に対して、または、行政の

支援、こういうのがありますよと言っても、いや

いや、私はそういうのは結構ですと、絶対支援が

必要なのになと思っても拒んでしまう家庭へのア

プローチなどは、どういった形でアプローチをし

ているのかお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） アプローチの方法

がなかなか困難であるという方々、例えば行政の

支援を拒む方々も実際いらっしゃいますし、それ

は母子・父子とかに限らず全ての状況であるかと

思います。ですので、そういうことも含めまして、

ご本人とどういう形で接していけるかというのは

日々職員のほうも考えながら、いろんな研修を積

みながらやっているところでございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） よくわかりました。 

  アウトリーチ型の支援というのは、そのような

やはりなかなか外に出るのが困難といった方々に

対する支援という面ではとても有効だと思いまし
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て、先ほど質問をいたしました。５人とか、１人

人数がふえて６人の家庭相談員さん、また民生委

員さんのみにそこの部分を頼るというのもやはり

大変な作業になってくるのではないかと思います。 

  例えばファミリーサポートさんはアウトリーチ

型はやっていないんですけれども、そことかかわ

ったりとか、ボランティアさんとか、また地域の

見守りのネットワークさんを、そういった民間同

士での横の連携、ネットワークをつくる必要もあ

るのではないかなと考えますが、そういった考え

はいかがでしょうか、お伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 現在のところ、先

ほど市長のほうから答弁させていただいたように、

現状の体制の中でカバーしていきたいと考えてお

ります。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） やはり支援する人の輪を

広げて、かかわる人が多いほうが子どもの健全な

育成のためにメリットにつながる場合も多いと思

います。ボランティアとか地域の方の支援ならば、

例えばご相談したいわといった方に対しても利用

者負担という部分ではお金はかからないことです

し、また心配することなく、行政というよりも逆

に地域の方のほうが知っている、知っている近所

のおじさん、おばさんとかに話ができるかどうか

は別としましても、肩書のないフラットな関係で

お話ができるという部分では、ボランティアさん

とかそういった地域の方との連携というのはこれ

から大切になってくるのではないかと思います。 

  また、ぜひそういった横の連携という部分では、

現在の体制の中で対応していくという重ねての答

弁がありましたけれども、そういったネットワー

クの構築というものも一つ考えていただいて、そ

この推進をお願いしたいと思います。 

  続きまして、⑶生活保護受給者のシングルマザ

ーへの支援に関しての再質問になりますが、先ほ

ど支援事業としまして、ひとり親家庭自立支援教

育訓練給付金事業とひとり親家庭高等職業訓練促

進給付金等事業、母子・父子自立支援プログラム

事業と３つの事業がありましたけれども、ざっく

りでいいんですが、これら３つの事業の違いとい

うものがあるのでしょうか、お伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） ではまず、事業の

違いということですので、ひとり親家庭自立支援

教育訓練給付金事業についてご説明いたします。

自立を目指し就職に結びつく資格や技能を身につ

けるため指定の講座を受講した場合に、受講料の

４割程度、上限・下限がありますけれども、が支

給される制度でございまして、事前の申請が必要

であると。あと、また所得の制限もございます。 

  それから、ひとり親家庭職業訓練促進給付金事

業というものにつきましては、資格の取得のため

に２年以上の養成訓練を受講する場合に、生活負

担を軽減するために訓練促進費を支給するもので

ございます。資格取得をする対象になるものにつ

いては、看護師、介護福祉士、保育士になります。

月額10万円です。当然のことながら事前の相談を

いただいて所得の制限もございます。平成27年度

の対象者は、２年目の方が１人、１年目の方が４

人になっております。 

  それから、母子・父子自立支援プログラム事業

というところですが、働き方とか職を求める方法

が具体的にわからないという方々に対しまして、

相談を受けながら一緒に自立支援のためのプログ

ラムを作成してそれを進めていくと、最終的には
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自立につなげていただくという形で、今年度、現

在のところ対象者が44人となっております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） そうした自立支援事業を

受けたことにより自立できた方もいらっしゃると

いうことでよろしいでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 当然いろんな制度

を使って自立していっていただいている方がいら

っしゃいます。特に高等職業訓練促進のほうでは、

看護師さんとかそういう資格を取られて職につか

れるという方もいると聞いております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） そうしたさまざまな自立

支援のプログラムや事業を通して、自立すること

を目標としてそういった支援があることもわかり

ましたが、例えば健康でも就活とか就業もしない

で、やっぱりそういう事業を受けられないわとい

う家庭もあるんでしょうか、お伺いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） こちらの事業の対

象となる一番最後に申し上げた自立支援のプログ

ラムというのは、特に資格とか制限とかというの

はございませんので、ご相談の中で対応していっ

ております。 

  実際には、ひとり親になるというときにどうし

たらいいかわからないということで子ども・子育

て総合センターのほうを訪問していただく方もご

ざいますし、ひとり親の方々にこういう制度があ

るよということで制度のご紹介もしておりますの

で、ちょっとハードルが高くてそちらの給付金の

ほうの事業は受けられないわという方につきまし

ては、先ほど１回目の市長の答弁で申し上げたよ

うに、ひとり親に対するいろんな制度がございま

すので、そういう制度を紹介しながら一人一人の

ケースに沿ったご相談を受けております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） わかりました。さまざま

相談の上で、ご本人に一番いいもので支援をして

いただいているということで理解しました。 

  また、自立支援へのアプローチというのはさま

ざまありますけれども、例えば体を壊して働けな

いという方、先ほどは健康な場合はということで

お伺いしたんですけれども、逆に体を壊して働け

なくて困っているという人への支援とか、特にや

っぱりメンタルでの部分のサポートが必要になっ

てくるのではないかと思うんですけれども、そう

いったことへの支援があるかどうかお伺いをいた

します。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 体を壊していらっ

しゃる方とかメンタルの面で不安を抱えていらっ

しゃるという方につきましては、直接子ども・子

育て総合センターのほうでそのままかかわり続け

るということではなくて、ほかの、そういった

方々にも使っていただけるような制度のご紹介を

したり、相談機関につなげたりはしております。

体調面で不安があるという方につきましては、先

ほど申し上げましたようにひとり親の医療費助成

の制度等もございますし、いろんな形で制度のご

案内をさせていただいているところでございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） 了解いたしました。 
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  それでは、さまざまな支援といいますか、今後

もやはり一人一人の対応に沿ってというと、家庭

の事情とかさまざまな環境の違いとかもあります

し、そこに即したような形での支援というのはと

ても大変なことになってくるのではないかとは思

うんですが、そういったことへのサポートがやは

り必要ではないかと思いまして子育て世帯支援の

質問をさせていただきました。 

  なぜアウトリーチ型支援や母親自身へのサポー

トが必要になってくるかというと、県の臨床心理

士会の副会長の小林順子先生が平成26年12月に下

野新聞に掲載された内容もあったので質問させて

いただいたんですけれども、紹介させていただき

ますと、これはフランスの子育てに学ぶというこ

とで紹介をされています。 

  ここでは、やはりフランスも少子化が進みまし

て、これから先、国をどういうふうに進めていっ

たらいいのかという、そういった激論が行われて

いたときに、精神分析家のレポビッシという方が

お母さんたちに３年間の有給休暇を与えようと提

言をしたんですが、当時の議長は、そんなことで

きるわけがないと大反対をされました。しかし、

レポビッシは、それをやることによってフランス

の精神障害者の予防になるからそれは逆に安上が

りなことだと叫んで説得をしたということで、フ

ランスはそこからやはり、一時期1.66まで落ち込

んでいた出生率が今は2.01人から2.03人まで回復

をしてきているということもあります。 

  また、子どもの発達・発育とお母さんの感情に

は深い関係がある。特に出産直後のお母さんが非

常に幸せだと子どもへの影響はその後16年たって

も、思春期ごろまで続いていく。また、父親との

関係、世代を超えた女同士の関係、家族との関係、

近隣との関係が母親の心理に影響し、それが子ど

もの社会的能力や心理社会的な発達に影響するこ

とが科学的に裏づけられている。妊娠・出産期の

お母さんたちを支えることがその子の一生を決め

るのに非常に大事なことである。 

  日本でも、赤ちゃんが生まれたら本人たちの希

望によって必要な支援が受けられるような柔軟で

具体的な、専門性の高い施策が必要だと思うとい

うことで紹介をされていました。 

  赤ちゃんに限らず、やはりお母さんにこういっ

た支援が必要、例えば引きこもってしまって悩ん

でいるお母さんに対してアウトリーチ型の支援は

どうですかということで質問させていただきまし

たが、そこからまた支援の輪が広がり外に出る気

になる、そういったことでの救いになれば、さら

に子育てしやすい那須塩原市になるのではないか

と思います。 

  また、子育て世帯への支援ということで、行政

と民間とが力を合わせて協働で子育て支援をさら

に進めていくことを願います。 

  以上でこの項目の質問を終わりにします。 

  続きまして、２番、スクールソーシャルワーカ

ーの今後の活用について。 

  文部科学省は、１月、学校の組織改革や教員の

資質向上に関する平成28年度からの５カ年計画、

「次世代の学校・地域」創生プランを公表しまし

た。 

  学外の人材を活用して教職員を支援するチーム

学校を推進するため、福祉の専門家であるスクー

ルソーシャルワーカー（ＳＳＷ）らを平成32年度

から計画的に配置する方針です。チーム学校は、

教員と外部人材が連携して学習指導の充実、いじ

めや貧困などの課題に対応するという考え方です。 

  ＳＳＷらは現在も一部の学校に配置されていま

すが、多くは非常勤で人数も不十分なのが現状と

なっているため、関連法の改正を目指し、ＳＳＷ

やスクールカウンセラー（ＳＣ）、部活動指導員
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らを法令上必要な職員と位置づけた上で全国展開

する方針です。 

  本市におきましても、昨年６月からＳＳＷが配

置され、現在２名で不登校やいじめ、虐待、貧困

問題などに対応しています。文部科学省は各学校

に法令上必要な職員として位置づけする方針です

が、今後の市の方針についてお伺いします。 

  ⑴ＳＳＷの効果と課題についてお伺いします。 

  ⑵ＳＳＷの待遇と身分の保障についてお伺いし

ます。 

  ⑶ＳＳＷとＳＣの連携についてお伺いします。 

  ⑷ＳＳＷの採用基準についてお伺いします。 

  ⑸ＳＳＷの増員についての市の考えをお伺いし

ます。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員の質問

に対し答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） それでは、星議員の２の

スクールソーシャルワーカーの今後の活用につい

ての質問に順次お答えをさせていただきたいと思

います。 

  まず、⑴のスクールソーシャルワーカーの効果

と課題についてでございます。 

  昨年６月にスクールソーシャルワーカーを配置

してから現在まで、26件のケース、それから延べ

460件を超える相談等を受けております。その内

容は、先ほどありましたとおり、不登校あるいは

問題行動が主なものとなっております。 

  効果といたしましては、家庭環境や生育歴など

の背景や状況を把握した上で児童生徒及び保護者

の困り感に寄り添いながら関係機関へつなぐこと

で、児童生徒を取り巻く環境の改善を図ることが

できるということでございます。 

  これによりまして、不登校が改善され学校や適

応指導教室への通学につながったケース、経済的

な問題を改善するために保健福祉部や子ども未来

部と連携して支援につながったケース、問題行動

等が心配される状況から医療機関につながったケ

ースなどがございます。 

  課題といたしましては、スクールソーシャルワ

ーカーや関係機関の支援を受けたがらない家庭と

いかに信頼関係を結ぶかということでございます。

あくまで児童生徒の支援を第一に考えて家庭との

連携の方法を検討していく必要があると、このよ

うに考えております。 

  次に、⑵のスクールソーシャルワーカーの待遇

と身分の保障についてお答えをいたします。 

  スクールソーシャルワーカーの勤務につきまし

ては、１日６時間、週５日を基本としており、現

在は２人で交代しながら週５日の勤務となってお

ります。 

  報酬につきましては、本議会で上程させていた

だいている那須塩原市特別職の職員で非常勤のも

のの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正

する条例におきまして、日額１万5,000円と定め

ることとしております。なお、交通費につきまし

ては、通勤費用分と出張費用分を費用弁償として

支給しております。 

  本市のスクールソーシャルワーカーの身分につ

きましては、非常勤特別職となっております。 

  次に、⑶のスクールソーシャルワーカーとスク

ールカウンセラーの連携についてお答えをいたし

ます。 

  スクールカウンセラーは、主に児童生徒や保護

者の心理的問題に着目してアプローチをするのに

対しまして、スクールソーシャルワーカーは、主

に児童生徒や保護者の取り巻く環境に着目をして

アプローチするという専門性の違いがございます。 

  学校では、問題を的確に捉え、解決に向けてど

ちらの機能を活用するのが適切なのか判断し、両
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者が連携して児童生徒の支援に当たり、問題の解

決に努めているところでございます。 

  次に、⑷のスクールソーシャルワーカーの採用

基準についてお答えをいたします。 

  スクールソーシャルワーカーを委嘱する際の基

準といたしましては、カウンセラーの資格を有す

る者、社会福祉士または精神保健福祉士の資格を

有する者、スクールソーシャルワーカーとして３

年以上の職務経験を有する者、また教育委員会が

適当と認める者というふうにしております。 

  新規の採用に当たりましては、書類選考の上、

面接を行い、スクールソーシャルワーカーとして

の適性、見識及び意欲などを見きわめながら採用

の可否を判断いたしております。 

  最後に、⑸のスクールソーシャルワーカーの増

員についての本市の考えについてお答えをさせて

いただきます。 

  本年度は週５日を２人交代で勤務しております

けれども、平成28年度は、週５日間、常時２人配

置の勤務に変更し、実質１人増員の体制とする予

定で考えております。 

  昨年12月に、文部科学省の諮問機関であります

中央教育審議会から、国はスクールソーシャルワ

ーカーを学校等において必要な職業とし、法令上

明確化することを検討するというような答申がご

ざいました。 

  これを受けまして、国の動向を踏まえ、本市に

おきましても、児童生徒や家庭に適切な支援をす

ることができるよう、状況を把握しながら計画的

にスクールソーシャルワーカーを配置していきた

いと、このように考えているところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） それでは、順番に再質問

をします。 

  ⑴スクールソーシャルワーカーの効果と課題に

ついてですが、効果のところでの質問なんですけ

れども、26件のケースで延べ460件、平均すると

１日につき約20回ぐらいの対応をしていることに

なると思いますが、答弁の中でさまざまな課題や

問題を抱えるケースがあることがわかりました。 

  よりきめ細やかな対応をしていかないとさらに

悪化する場合もありますし、とても神経を使う業

務内容だと思いますが、例えば現在のスクールソ

ーシャルワーカーの人数で対応し切れない相談件

数になっているかどうかをお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 現在は２名で分担しなが

ら相談に当たっているわけですが、実際にこれま

で先ほどお答えしましたように26件の事例を扱っ

てきているわけですが、その中で、ある一定の解

決、解決という表現は不適切ですけれども、ある

一定のところまでいったというケースは実は１件

だけなんです。 

  あとは、昨年６月からずっと、何度も何度も相

談を繰り返したり、あるいはいろんな機関につな

ぎながらいい方向に持っていけるようにかかわり

を持っているわけでありますので、正直なところ、

今の人数ではなかなか全てに満足のいくようにか

かわれているという状況にはないんではないのか

なというふうに考えております。 

  ただ、お二人の方は本当に献身的に、丁寧にケ

ースにかかわっていただいているということで感

謝しているところでございます。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） 了解しました。やはりス

クールソーシャルワーカーさんがかかわっていく

というケースは本当に大変なものがあるなという

ことがわかりました。 
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  もう一つは、例えばスクールソーシャルワーカ

ーさんは去年の６月から任務についてくださって

いますけれども、そういったソーシャルワーカー

さんの存在といいますか、こういった業務内容を

やっていますよということを各小中学校にアピー

ルしているのかどうか、また、スクールソーシャ

ルワーカーさんの活動を実践報告するような場と

いうのがあるのかどうかお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） まず、当然のことながら、

スクールソーシャルワーカーの配置につきまして

は繰り返し学校のほうには周知を図っております。

ただ、なかなか、初めてのケースでもありますの

で、どういった事案をスクールソーシャルワーカ

ーに相談を持ちかけていいものかということにつ

いて判断に迷うというようなケースもあるという

話は聞いております。 

  ですので、どういう事例についてこんなふうに

なっていますよということをできるだけお話をさ

せていただきたいのですが、もう一方では、それ

ぞれのケースにつきましてはやっぱり内容につい

て余り具体的に公表できないというものも実はあ

ります。 

  それで、そこのところで非常にジレンマに陥る

部分もあるわけですので、我々としましては、先

ほど申し上げましたように、いい方向に持ってい

くためには相当な時間がかかっているということ

であったり、あるいはどういう機関につないでい

るとかというような、そういった活動の状況につ

いてはできるだけお知らせをして、さまざまなケ

ースについて対応できるということなのでぜひ相

談をかけてほしい、とりあえず相談してほしいと

いうことでありますが、学校のほうでも実は一番

スクールソーシャルワーカーに相談を持ちかけて

いる件数で多いのは、やっぱり教職員からの相談

の数が多いわけですので、今後、これらの活用に

ついては次第にいい方向にさらにいくのではない

かなというふうに思っております。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） わかりました。なかなか

対応もどういうふうに判断したらいいか困る中で、

今模索しながら一生懸命頑張っていただいている

様子がわかりました。 

  また、課題としましては、支援を受けたがらな

いご家庭といかに信頼関係を結ぶかということが、

難しいことだと思うんですけれども、まず支援を

受けたがらない家庭との連携方法というのはどん

な方法が考えられるのでしょうか。 

  例えば学校内のみの会議等で検討するのか、そ

れとも、先ほど１項目めの質問をさせていただい

たんですけれども、例えば子どものころからのそ

ういった支援先からのつながりをたどって、問題

解決へそこから連携をとるという方法があるのか

どうか、そういったことも含めてお伺いをいたし

ます。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） まさに議員がおっしゃる

とおりでありまして、スクールソーシャルワーカ

ーとスクールカウンセラーの違いの一つに、スク

ールカウンセラーの場合には一人の対象となる子

を中心に考えていくわけですけれども、スクール

ソーシャルワーカーの場合には、一つの家庭とい

うんですか、子どもの周りの環境のことを考えま

すので、おのずと複数の方とのかかわりというの

が出てまいります。 

  ですので、場合によっては未就学の家族も当然

入ってくるわけでありますので、現在まで見てお

りますと、教育委員会が３階にありまして２階に
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子ども・子育て総合センターがありますので、そ

ことはよく連携を図りながら、さまざまなケース

について連携を図ってかかわりを持っているなと

いうふうに私も認識をしております。 

  やはり私どもも、先ほどの１の質問と同じよう

に、なかなかこちらからのアプローチに心を開い

てくれないというんでしょうか、そういった事例

もありますので、そこのところにつきましては、

いろいろな角度から一番身近にかかわりを持って

くれるキーマンのような方を探して、そこから広

げていくという努力はしていかなければならない

のだろうなというふうに思っております。 

  また、特に児童生徒の場合につきましては最終

的には進路というところまで行き着くケースもあ

りますので、そういったさまざまな領域にわたっ

てかかわれる人で一番今何が課題なのかというと

ころにうまく当たる、そういったことを試行錯誤

しているというんでしょうか、そんな状況にあろ

うと、こんなふうに思っております。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） わかりました。さまざま

な角度からのアプローチといいますか、そういっ

た中での模索ということで問題解決につながれば

いいと思いました。 

  続きまして、⑵のスクールソーシャルワーカー

の待遇と身分保障については了解をいたしました。 

  続きまして、⑶のスクールソーシャルワーカー

とスクールカウンセラーの連携についてなんです

が、スクールソーシャルワーカーとスクールカウ

ンセラーの連携というのはとても大切で、やはり

車の両輪と同じだと思うんです。ギアがかみ合う

ことで問題解決することも多いと思うんですが、

現在のスクールカウンセラーの配置学校数は何校

になりますか、お伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） スクールカウンセラーに

つきましては、前にお話ししたことがあるかもし

れませんけれども、実人数としまして、学校教育

課におきましては13人のカウンセラーの方にお願

いをして、複数の学校を兼務していただいており

ますので、中学校につきましては全校をカバーい

たしております。 

  小学校につきましては、数校ですけれども、常

駐配置ではありませんけれども、必要に応じて配

置をさせていただくということで、実質的には全

校をカバーさせていただいているというような状

況にあります。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） 了解しました。 

  県採用のスクールカウンセラーさんもいたかと

思うんですが、3.11の緊急スクールカウンセラー

で、５年間の期日が本年度で切れてしまいます。

10校ほどいなくなるということを聞いているんで

すが、今後どのように対応していくのかお伺いし

ます。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） お尋ねの緊急スクールカ

ウンセラー、緊急ですけれども、これにつきまし

ては、今年度をもってこの事業は終わりになると

いうようなことはアナウンスされておりました。

私たちも８校においてそれでカバーしたわけです

が、そこの部分をどうやって対応していくかとい

うことに大変頭を悩ませていたわけでありますけ

れども、先月に入りまして、この事業を次年度も

継続できる可能性があるというようなことでアナ

ウンスがございました。 

  当然のことながら、国の予算でございますので

今後どうなるかまだわかりませんけれども、私ど
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もとしましては、そういう光が見えておりますの

で、その実現がかなったときにはすぐに申請がで

きるように現在準備を進めておりますので、でき

ればその方向にいってほしいなと私も願っており

ます。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） 私もそう願います。了解

しました。 

  ⑶についての質問は終わりにします。 

  続きまして、⑷と⑸は、人材を確保し育成する

意味を含めて質問したので一括質問とさせていた

だきます。 

  国は各学校にスクールソーシャルワーカーを１

名配置することを目指すということで出ておりま

すが、先ほどの資格、社会福祉カウンセラーの資

格を持っていたり、社会福祉士、また精神保健福

祉士とか、国家資格が必要とされる方々の知識と

経験がとても大切になってきますけれども、こう

いった豊かな知識と経験を持つスクールソーシャ

ルワーカーさんはどこの自治体でも採用したいと

考えると思います。 

  そうしたことも踏まえまして、例えば人材確保

という意味では、大学でそういった勉強をされて

きた方を新卒で採用して、非常勤ではなく正式に

市の職員として採用して育てていくという考えは

あるかどうかお伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 正式な職員として採用し

てはどうかというふうなご提案かと思います。 

  やはり専門職というふうなことで、きのうの答

弁の中でも私、答弁を差し上げたと思いますが、

本当に専門的な知識が要求される分野が非常に多

くなってきているというふうなことでございます。 

  それにつきましては、すぐにというふうなこと

ではございませんが、よく教育委員会のほうと相

談しながら、どういったものがよろしいのかとい

うようなことで検討をしていきたいというふうに

は考えますけれども、やはりなかなか、専門職、

それも特にどこの団体でも必要とされている職と

いうようなこととなりますと、そういったものが

果たして職員採用というふうなことで、こちらが

求める職員の方を採用できるかどうかというふう

なところもございますので、やはりこれも慎重に

検討をしていかなければならないというふうに考

えております。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） 大学を卒業してすぐには

こういった仕事はできないかと思うんですけれど

も、スーパーバイザーのもとしっかり経験を積ん

でいただいて、若者のＩターン、Ｕターンにもつ

ながっていきますので、今現在ではやはりどこの

自治体でも、スクールソーシャルワーカーさん、

非常勤が多いために若者雇用にはつながっていな

いというのが現状としてあります。なので、育て

ていくことも大切だと思いますので、何かしらや

はり検討いただければと思います。 

  以上をもちまして２番の質問を終わりにさせて

いただきます。 

  続きまして、３番の消費者教育の充実について。 

  近年、高度情報化、グローバル化が急速に進み

消費者生活環境が多様化・複雑化している中で、

子どもや若者が一人の消費者として安全に自覚的

に行動できるよう、早期からの消費者教育を充実

させることが喫緊の課題となっています。 

  消費者教育の推進に関する法律は、消費者教育

について、「消費者が主体的に消費者市民社会の

形成に参画することの重要性について理解及び関

心を深めるための教育」と定義するとともに、基

本理念や国・地方公共団体の責務、基本方針の策
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定、各種施策、消費者教育推進協議会について定

めています。 

  水戸市では、ふえ続ける消費者被害を防止し、

消費生活の安定と向上を目的とする水戸市消費生

活条例を平成26年に制定しました。具体的には、

平成24年に施行された消費者教育に関する法律で、

市町村の努力義務とされている消費者教育の推進

計画の策定を義務とするなど、自立した市民の育

成に力を注いでおり、全国的に珍しい条例として

注目を集めています。 

  本市におきましても、消費者教育を推進し自立

した市民の育成を図る必要と考えますが、市のお

考えをお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員の質問

に対し、答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（渡邊秀樹） ３番の消費者教育の

充実については所管いたします私からお答えさせ

ていただきます。 

  本市におきましては、消費者教育の推進に関す

る法律を踏まえ、早期からの消費者教育の重要性

を認識し、小学生から高校生までを対象とした啓

発・教育事業を実施しているところであります。 

  具体的には、小学生を対象に、公民館と連携し

てお小遣いゲームを通してお金の使い方を学んで

もらう啓発事業を実施しており、中学生向けには

２年生を対象として、生活課担当職員、消費生活

センター相談員及び那須塩原警察署職員が講師を

務め、中学生も消費者であるという自覚を促し、

消費者トラブルに巻き込まれないための方法等を

講義する出前講座を実施しております。 

  なお、講座でテキストとして使用している中学

生向けの啓発パンフレットは、市内全中学校の２

年生にも配付しております。 

  また、高校生向けには、市内の県立高校４校へ

外部講師を招き、近年、スマートフォンの急速な

普及に伴う架空請求やソーシャルネットワーキン

グサービスに関するトラブルに遭う危険性に未成

年のうちからさらされる現状に鑑み、インターネ

ットを正しく使用し、トラブルに巻き込まれない

ためのセミナーを講師派遣事業として実施してお

ります。 

  これらの事業のほか、公民館主催講座の中で消

費生活関連のセミナーを実施する取り組みも行っ

ているところであります。 

  今後におきましても、自立した市民、賢い消費

者の育成のため、幅広い年代に向けた消費者教

育・啓発事業を継続、強化してまいりたいと考え

ております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 質問の途中ですが、ここ

で10分間休憩いたします。 

 

休憩 午前１０時５８分 

 

再開 午前１１時０７分 

 

○議長（中村芳隆議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

  ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） それでは再質問をさせて

いただきます。 

  小学校、中学校、高校と学校の取り組み、また

出前講座とかセミナーとかということで取り組み

はわかりましたが、保護者に対しては何か取り組

みはありますでしょうか、例えば保護者会だった

りとかＰＴＡ総会等でそういった消費者セミナー

を開催したり、または家庭教育学級などで出前講

座をしたりということは、今まで実績はあるので

しょうか、お伺いをいたします。 
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○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（渡邊秀樹） お尋ねの保護者の方

への講座という部分につきましては、まだちょっ

とうちのほうではやっておりません。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） 中学生とか高校生にはス

マホの講習会なんかもやっていると思うんですが、

同じような内容でもいいと思います。保護者の方

にも共通認識としてわかっていただくということ

はとても大切なことだと思いますし、皆さんが集

まるところできちんと講習会などを持ってはいか

がでしょうかということでもアプローチしていた

だければと思います。 

  また、子育て支援センターですとか老人会、老

人クラブ、自治会とか、または１軒１軒家庭訪問

型のセミナーだったりとかご案内、または講座と

いった取り組みとかはいかがでしょうか、お伺い

をいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（渡邊秀樹） まず、中心になるの

が、現在、特殊詐欺という形でよく新聞等で騒が

れておりますけれども、その一番ターゲットにな

るのがどうしても高齢者の方になります。そうい

う高齢者の方に対しましては、私どものほうも高

齢者アプローチ事業ということで、いわゆる公民

館で実施している高齢者学級の中でちょっとお時

間をいただいて、私どものほうの啓発という形の

ものを行っていく。 

  それからまた先ほども議員おっしゃられました

が、出前講座という形でうちのほうでいわゆる講

座を開かせていただく、そういうことは行ってお

ります。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） 了解しました。 

  出前講座とか、折を見て言っていくということ

はとても大切なことですし、消費者である私たち

も意識づけになると思いますので、ぜひそういっ

た出前講座のほうは続けて開催をお願いしたいと

思います。 

  消費者トラブルを抜本的に解決するには、消費

者力を高めるとともに社会面での整備も必要とな

ると思います。消費者教育コーディネーターの育

成ですとか、また地域との連携なども強化を図る

必要があると思います。 

  水戸市とか栃木県におきましては小山市、宇都

宮市は条例を作成し、その中には消費者を守るた

めの市の果たす役目が明記されています。本市に

おいても消費生活条例を作成し、より一層、消費

者教育が進むことを要望します。そういった消費

生活条例を作成していくお考えはあるかどうかお

伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（渡邊秀樹） 議員の設問の前に、

先ほどいろいろお話をいただきました各種のトラ

ブル、また県内においての消費生活関連の条例に

つきましては、栃木県を初め５市ほど現在既にも

う制定されている、そういう事例につきましては

私どもも認識しております。 

  そういう中におきまして、これまでうちのほう

の消費者行政につきましては、例えば、先ほど小

中高といった子どもたち、また高齢者のほかに、

春秋の交通安全実施期間におきまして、あわせて

店舗へ伺っての店頭啓発、また、ふれあいまつり、

巻狩祭り、そういったイベント時の啓発商品、ま

たパンフレット、そういったものを配布して啓発
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を促す、そのほかに、先ごろ開催したところで、

議員の皆様にもご参加いただきました本市第11回

目を迎えました「消費生活と環境展」というもの

が行われました。こちらが当日のパンフでござい

ますけれども、そういう中でも各ブースにおいて

それぞれ啓発させていただいたところです。 

  そのように、どちらかというとうちのほうは行

動のほうを先に、いわゆる消費者トラブルの防止

ということ、また、その防止につながる部分とし

まして消費生活センターというものが那須塩原市

誕生と同時に発足いたしまして、これまでやって

まいりました。 

  条例の改正につきましては、今期、また今議会

において一部改正という形で議員の皆様にはお願

いするところでございますけれども、そういった

ふうに行動のほうが先に出てまいりました。これ

までのお話の中で、所管といたしましては、条例、

また行動計画等を整備することも一考なのかなと

いうふうにはちょっと考えてみたところではござ

いますけれども、今後の課題ということでそれに

つきましてはちょっとお預かりさせていただき、

今後検討させていただければと思います。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） ぜひ検討をお願いします。 

  消費者教育というのは、消費者側がやはり教育

することによってトラブルに巻き込まれることを

未然に防ぐ意味もありますし、またこういったも

のを法令的にきちんと定めることによってやはり

行政としても、また事業所、例えばだますという

のはちょっとあれなんですけれども、トラブルが

あった場合に、もう一歩強い立場できちんと行政

指導ということも行うこともできてくると思いま

すので、ぜひ前向きに検討をお願いしたいと思い

ます。 

  以上でこの項目の質問を終了させていただきま

す。 

  続きまして、４番、障害者スポーツの振興につ

いて。 

  平成34年の国体開催に向けて栃木県は準備を進

めています。国体終了後には全国障害者スポーツ

大会が行われます。この大会は、昭和40年から身

体障害のある人々を対象に行われてきた全国身体

障害者スポーツ大会と、平成４年から知的障害の

ある人々を対象に行われてきた全国知的障害者ス

ポーツ大会を統合した大会として、平成13年から

行われており、大会の目的は、障害のある人々の

社会参加の推進や国民の障害のある人々に対する

理解を深めることにあります。 

  東京オリンピックの後にパラリンピックがあり、

国体開催時には障害者スポーツへの関心も高くな

ると考えます。 

  本市においても、障害のある人への理解を深め、

ともに生きる社会づくりのために、障害者スポー

ツの推進と指導者やボランティアの育成は必要性

も高くなることから、以下についてお伺いします。 

  ⑴競技の誘致の考えはあるのかお伺いします。 

  ⑵本市の障害者スポーツの現状と課題について

お伺いします。 

  ⑶指導者の育成の現状と課題についてお伺いし

ます。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員の質問

に対し答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） ４の障害者スポー

ツの振興についてのうち、⑴、それから⑵につき

ましてまず私からお答え申し上げたいと思います。 

  初めに、⑴の競技誘致の考え方についてお答え

をいたします。 

  全国障害者スポーツ大会開催基準要綱など、国
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で定めた決まり事がございますけれども、それに

よりますと、大会は原則として国体で利用された

会場を使用することとされております。この規定

を踏まえれば、国体競技会場として内定を受けて

おります本市といたしますれば、障害者スポーツ

大会の誘致も視野に入れていく必要があるという

ふうに思うところでございます。 

  しかしながら、栃木県におきましては、国体準

備室は立ち上がっているものの、障害者スポーツ

大会に関する準備組織は立ち上がっておりません。

実施種目や日程なども示されていない現状でござ

います。今後の進捗に応じて、競技団体などの関

係機関と連携しながら検討をしてまいりたいとい

うふうに考えているところでございます。 

  次に、⑵の本市の障害者スポーツの現状と課題

についてお答えいたします。 

  障害者スポーツには、障害のある方の健康増進

や社会参加意欲の促進、あるいは障害や障害のあ

る方に対する国民の理解を促進するという役割が

ある一方で、近年は、パラリンピックのように競

技スポーツとしての性格がクローズアップされて

いるところでございます。 

  競技スポーツにおきましては、市内在住の方で

も全国や世界規模の大会で優秀な成績をおさめて

いる方もおりますが、個人や既存の競技団体、学

校などを基盤として活動しているということが現

状でございます。 

  また、健康増進のための障害者スポーツの観点

では、最近では高齢化と相まって各種スポレク大

会への参加者が減少している状況にあり、障害の

ある方が気軽にスポーツを楽しむことができるよ

うな環境づくりが課題と捉えているところでござ

います。 

  私からは以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 教育部長。 

○教育部長（伴内照和） それでは、⑶の指導者育

成の現状と課題について私のほうからお答えいた

します。 

  障害者スポーツの指導者につきましては、まず

一般の障害者に対しましてスポーツ支援を行う資

格を取得した指導者が県内をブロックごとに組織

されているということで、本市を含む那須ブロッ

クにおいては35人の登録があるというふうに聞い

ております。 

  また、全国レベルの大会を目指す選手につきま

しては、指導者のうち競技力の維持向上を支援す

る障害者スポーツコーチなどの資格を有する指導

員が必要と思われますが、そういった指導者につ

きましては栃木県では現在登録がございません。

地域における障害者スポーツの振興に当たりまし

ては、こうした障害者スポーツ指導者の育成が課

題であるというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） それでは、順次再質問さ

せていただきます。 

  ⑴競技の誘致についての考えなんですが、県で

も準備はまだということでお答えをいただきまし

た。誘致をするにはさまざまな条件があると思い

ます。競技によっては施設をバリアフリーにしな

いといけないですとか、またさまざまな、多目的

トイレをつくらなければいけないとかそういった

規制なんかもあるとは思いますけれども、誘致す

ることによりまして、障害者スポーツ大会を間近

で観戦するということは障害を持つ方への理解を

深めることにもなりますし、ぜひ我が市において

も、どういったスポーツが一番誘致できるのかは、

これからまだ６年先のことでもありますし、まだ

まだ検討課題ではあると思うんですけれども、誘

致を進めていただければと思います。 
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  続きまして、⑵の現状と課題についてなんです

が、東京オリンピックが開催された後にパラリン

ピックがあります。また、その後に栃木県は国体

と全国障害者スポーツ大会の開催、そういった大

きなスポーツイベントが続けてありますが、今後

ますます障害者スポーツへの関心も高くなってく

ると思います。また、関心を高めていくよう働き

かけることも必要になってくるのではないかと思

いますが、例えば国体開催は６年後となります。

現在の中学生が成人を迎える時期になりますが、

今からこういったことの意識づけといいますか、

取り組むことが大切になってくるのではないでし

ょうか。 

  東京では、オリンピック・パラリンピックに向

けて、「ようい、ドン！」との愛称で五輪教育プ

ロジェクトを開始します。子どもたちのボランテ

ィアマインドの醸成と障害者理解教育に力を入れ

ることを目的としていますし、オリンピック開催

のときに何かしらの形でかかわっていけるように

教育をしていくものです。 

  子どもたちに限らず広く市民に対してもアピー

ルをしていくということは、先ほど答弁の中にあ

りましたが、スポレク大会への参加者がだんだん

高齢化に伴い減少しているということでしたが、

そういったことに対しても歯どめとなっていくの

ではないでしょうか。 

  健康増進のためのスポレクでしたら、例えば、

健常者の方と障害者を分けた大会とかではなく、

高齢者、障害をお持ちの方、また子どもも楽しめ

る大会を開催というものも考えられないでしょう

か、お伺いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） 健康増進のための

障害者のスポーツ、スポレク的なものという意味

でお答えを申し上げたいと思いますけれども、先

ほどお答えしましたように、微減というような状

況でございますけれども、なかなか参加者が伸び

ない、あるいは少しずつ減っているというのが実

情でございます。やり方としては、今、議員から

ご提案がございました高齢者の方と一緒に楽しむ、

あるいはお子さんも一緒に楽しむというのも一つ

の方法ではあるというふうに思います。 

  今現在、那須地区で２つの大会、それから県の

大会と３つの大会に参加しているところでござい

ますけれども、単独で那須塩原市だけでやってい

るものではございませんので、そのほかに那須塩

原市が単独でそういう大会をやる、あるいは既存

のものを少し姿を変えていく、いろいろ方法はあ

ろうかと思いますけれども、今後検討させていた

だければと思います。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） ぜひご検討をお願いしま

す。「ようい、ドン！」のプロジェクトを参考に

しつつ、本市ならではの取り組みを始めることを

要望します。 

  続きまして、⑶の再質問に移ります。 

  指導者育成という質問をさせていただきました

が、指導者の育成が課題だということで答弁をい

ただきました。 

  やはり障害者スポーツのアピールというのはと

ても必要だと思いますし、指導員も初級、中級、

上級がありますので、例えば市のさまざまな行事

のときにアピールしたり、障害者スポーツの理解

を深め交流を進めていく中で指導者を育成してい

く努力も必要だと考えます。そのようなソフト面

からのアプローチをどのように考えますか、お伺

いをいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 
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  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 障害者スポーツのいわゆ

る指導者に対してのアピール、ＰＲも含めてなん

ですが、いろんなスポーツイベントを本市でも開

催しております。そういった事業の中で、障害者

スポーツに対する周知等については現状では余り

行っていないというのが実情でございます。いろ

いろな意味で障害者スポーツがクローズアップさ

れてきている現状でございますので、どういうよ

うな方法があるのか、また具体的にどういった場

所でＰＲするのか、その辺については今後検討し

たいと思っています。 

○議長（中村芳隆議員） ２番、星宏子議員。 

○２番（星 宏子議員） ぜひお願いしたいと思い

ます。６年間、国体までの開催期間がありますけ

れども、その中で少しずつでもいいですので一歩

一歩進めていくことが大切になってくるのではな

いかと思います。教育におきましてもこれからイ

ンクルーシブ教育というものが始まりますので、

そういった教育の一環にも役に立つのではないか

と思います。 

  まとめなんですが、私が中学生のときに栃の葉

国体が開催されました。国体道路をつくったりソ

フトテニス場を整備したりと、国体を迎えるに当

たっての準備が着々と進んでいたことも覚えてい

ますし、また楽しみに待っていたことも大変鮮明

に覚えております。 

  それを振り返ったときに、若いときに刻まれた

ものは一生その人の命に刻まれていくものであり、

またパラリンピック、全国障害者スポーツ大会と

いう大きなイベントを通して障害者理解教育を充

実させていくということは、その後の人生に大き

な糧となると思います。また、市民の関心も高め

ることでお互いに支え合ったり、ボランティア精

神が深まることを期待します。 

  今後、障害者スポーツの振興につきましては、

また今後も質問をさせていただきたいと考えてお

ります。 

  以上で私の質問を終わりにします。ありがとう

ございました。 

○議長（中村芳隆議員） 以上で、２番、星宏子議

員の市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 平 山 啓 子 議員 

○議長（中村芳隆議員） 次に、23番、平山啓子議

員。 

○２３番（平山啓子議員） 皆様、こんにちは。 

  議席23番、公明クラブ、平山啓子でございます。 

  一般質問をさせていただきます。 

  まず、第１項目め、防災についてお伺いいたし

ます。 

  私たちが生きている間に確実にもう一度大地震

が起こると言われております。子どもは生まれて

くる環境を選べません。子ども、高齢者、女性、

市民一人一人の命を守る防災環境をいち早く整え

るためにお伺いいたすものです。 

  ⑴自主防災組織の進捗状況をお伺いいたします。 

  ⑵防災教育の一環として、本市内各中学校部活

動に防災部設置についてお伺いいたします。 

  ⑶３月５日に危機管理アドバイザー山村武彦氏

を迎えての防災士研修会が開催されます。防災士

の活動の活性化を図るためにも、市内に防災士会

の設立のお考えをお伺いいたします。 

  ⑷現在の防災マップを那須塩原市版防災ブック

小冊子として活用してはどうかお伺いいたします。 

  ⑸今年度、女性による女性のための防災訓練を

実施することができましたが、28年度の計画につ

いてお伺いいたします。 
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  ⑹震災による出火防止のための感震ブレーカー

の取り組み、また感震ブレーカー機能のある出火

防止コンセントの普及啓発についてお伺いいたし

ます。 

  ⑺耐震診断、耐震改修への助成についてお伺い

いたします。 

  ⑻災害時のペット同行避難についてお伺いいた

します。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） それでは、１の防災につ

きまして、私からは⑴及び⑶から⑹までを順次お

答えいたします。 

  初めに、⑴の自主防災組織の進捗状況について

でございますが、平成27年度におきましては、自

主防災組織は新たに７団体が結成され、現在のと

ころ結成数は102団体を数えております。全自治

会数215団体における結成率につきましては、

47.4％となっております。引き続き結成の促進を

図ってまいりたいと考えております。 

  次に、⑶の防災士の活動の活性化を図るための

防災士会の設立の考えについてでございますが、

今年度の防災士を対象としました取り組みとしま

しては、先ほど議員のほうからもお話があったと

おり、３月５日に研修会を開催する予定としてお

ります。次年度以降につきましては、グループに

分かれての災害図上訓練等を実施しまして、知識

の向上のみならず、防災士間の情報交換等も図れ

るようにしてまいりたいと考えております。 

  防災士会の設立につきましては、今後実施しま

す研修等を積み重ねた上で、その相手方について

考えていきたいと思っております。 

  次に、⑷の現在の防災マップを那須塩原市版防

災ブック小冊子として活用してはどうかについて

でございますが、現在の防災・ハザードマップに

つきましては、平成25年度に作成しまして、自治

会を通じて各戸配布するとともに転入者へ配布等

を行っておりまして、広く市民の皆様方へ周知し

ていることから、現段階では小冊子の作成の予定

はございません。 

  今後、防災・ハザードマップについては、内容

を見直す必要が生じた際に改定を行いますので、

その様式等の検討の中で小冊子についてもあわせ

て考えていきたいというふうに思っております。 

  次に、⑸の女性による女性のための防災訓練に

ついてでございますけれども、今年度につきまし

ては、黒磯婦人防火クラブ連絡協議会が主催し実

施したものでございまして、同協議会の事務局を

務めております黒磯那須消防組合と黒磯消防団、

そして市が訓練に参加したところでございます。 

  平成28年度は、市主催で訓練を実施する考えは

ございませんが、他団体等が主催する訓練につき

ましては今年度同様に参加協力をしてまいりたい

というふうに考えております。 

  最後に、⑹の震災による出火防止のための感震

ブレーカーの取り組み、また感震ブレーカー機能

のある出火防止コンセントの普及啓発についてで

ございますが、市ホームページに掲載しまして常

時啓発を図るとともに、市総合防災訓練等のイベ

ント時にチラシを配布し啓発を行っているところ

でございます。また、２月27日に開催されました

「消費生活と環境展」におきましても、消防のほ

うを通じてチラシのほうを配布させていただいた

ところでございます。 

  今後においては、全自治会長を対象に毎年度開

催しております自主防災組織に関する説明会等に

おいても周知を図りまして、地域防災活動の一つ

として取り組みをお願いしていきたいというふう

に考えているところでございます。 
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  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） 続きまして、⑵の中学校

への防災部設置につきましては私のほうからお答

えさせていただきたいと思います。 

  これにつきましては、平成27年９月議会でもお

答えをいたしたとおり、現在におきましては、市

教育委員会として中学校の部活動に防災部を設置

するというような考えは持っておりません。 

  全校体制として、総合的な学習の時間や特別活

動の授業におきまして防災に関する内容を扱いま

す。それらを生かして防災意識を高める取り組み

を引き続き行ってまいりたいと、このように考え

ております。ご理解いただければと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 建設部長。 

○建設部長（君島 勝） 続きまして、⑺の耐震診

断、耐震改修への助成についてお答えいたします。 

  木造住宅の耐震に関する補助制度につきまして

は、昭和56年５月31日以前に着工した住宅を対象

に耐震診断及び補強計画並びに耐震改修に要する

費用の一部について助成を行うもので、災害に強

い安全なまちづくりに資することを目的に平成20

年度から行っているものであります。 

  補助金の枠につきましては、耐震診断及び補強

計画にあっては費用の３分の２で10万円を限度と

し、耐震改修にあっては費用の２分の１で80万円

を限度としております。 

  なお、現在までの実績につきましては、耐震診

断及び補強計画につきましては31件、耐震改修に

ついては12件となっております。 

  今後も、災害に強いまちづくりのための木造住

宅の耐震化向上に向け、補助制度の普及啓発を進

めていきたいというふうに考えております。 

  以上であります。 

○議長（中村芳隆議員） 生活環境部長。 

○生活環境部長（渡邊秀樹） 最後の⑻の災害時の

ペット同行避難については私からお答えいたしま

す。 

  那須塩原市地域防災計画では、「飼い主は、災

害発生時に動物を同伴して避難できるよう、日頃

からケージに慣れさせるなどの訓練を行っておく

とともに、飼い主の連絡先を記載した名札等の装

着、ワクチンの接種及び動物用避難用品の確保に

努める。」としています。 

  避難所においてはさまざまな人が生活するため、

居住部分へのペットの持ち込みは原則禁止とし、

敷地内の屋外に飼育スペースを必要に応じて設置

するよう努めるとともに、ペット同伴者が他の避

難者と円滑な共同生活を送ることができるよう動

物の適正な管理について助言するなど、十分な配

慮が必要と考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） それでは、順次⑴から

再質問させていただきます。 

  ただいまご答弁の中で、新たに７団体が設置さ

れて、全体の215団体から102団体まで設立がされ

たということで、この102団体の内訳として地域

別に、例えば黒磯、西那須野、塩原においての団

体の数をお教えいただきたいと思います。 

  また、次年度の目標はあるのでしょうか、よろ

しくお願いします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） まず、自主防災組織の各

地区の状況でございますけれども、まず黒磯地区

におきましては、146の自治会のうち66組織が認

定ということになっておりまして、組織率が

45.2％というふうなことになっております。次に、

西那須野地区でございますが、28自治会がござい
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まして、全て自主防として組織化をされていると

いうふうなことでございますので、100％という

ような状況となっております。最後に、塩原地区

でございますけれども、41自治会のうち８団体が

組織化を行っているということでございますので、

率としますと19.5％というふうな状況になってお

ります。 

  もう一点、来年度どのくらいの数を目標として

いるのかというふうなことでございますが、具体

的な数につきましては設定はしてございません。

ただ、やはり一つでも多くこの自主防災組織のほ

うを立ち上げていただければありがたいなという

ふうには考えているところでございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） このような数を今いた

だきました。 

  それで、そのような中で活発な活動の組織は日

ごろからどのような活動をしているのでしょうか。 

  また、高齢化が進むなどしてなかなか組織化が

進まない地域の原因、また理由なんかはどのよう

なところにあるんでしょうか、お伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） ２点あったかと思います。 

  まず、自主防災組織のほうで主な活動内容とい

うふうなところかと思いますけれども、やはり一

番多いのは、聞いているところでございますと防

災訓練というふうなところかと思います。これに

ついてもいろんなやり方、取り組みがあるという

ふうに聞いてございますけれども、訓練、それと

あとは資機材の補助で30万というふうなことがご

ざいます。それでいろんな資機材をそろえていた

だいて、その点検等、そういったものもおやりに

なっているというふうなお話を聞いているところ

でございます。 

  あともう一点、自主防の組織化が進まない原因、

高齢化等の問題もあるんではないかというふうな

ご質問かと思いますが、確かにそういった高齢化

というふうなところで組織化がなかなか進まない

というふうなお話も聞いているところでございま

す。といいますのは、リーダーシップをとって自

主防災組織としましていろんな班の編成をしたり

とかそういったものをしていくわけでございます

が、やはりある程度それをぐいぐいと引っ張って

いけるようなリーダー的な方、お年を召しますと

なかなかそこまで手がつけられないというふうな

お話も聞いているところでございますので、そう

いったところが課題かというふうには認識をして

いるところでございます。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） やはりそういうような

組織が進まないところはこれからリーダーの育成

が必要ではないかと思います。また、広範囲です

とその組織ができないという地域もあると思うん

です。そういうところなんかは、隣の班と合併と

いうか合流して一つの組織をつくるなどというよ

うな、そういう案は出ていないんでしょうか。 

  また、これから結成の促進を図るために具体的

にどのような取り組みをしていけばいいとお考え

でしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 確かに自治会におきまし

ては、すごく西那須野地区のように大きいところ、

あるいは逆に小さいところというふうにあるわけ

でございまして、やはり自主防災組織として活動

がしやすい、ある程度の単位というものがあるん

だろうというふうに思います。そういったところ

につきましては、やりやすいような人数構成とい
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いますか規模でやはり立ち上げていただくのがよ

ろしいのかなというふうなことがございます。 

  そういった説明も年度当初の説明会においては

お話を差し上げているところでございます。そん

な状況でございますので、ご理解のほうをいただ

ければというふうに思います。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） それでは、市内でやは

りそのような自主防組織の活発な活動を支援する

ためにも、特徴的な取り組みを行っている自主防

災組織の活動を事例集としてまとめて市のホーム

ページに掲載するなど、活動が停滞している自主

防組織への働きかけをしてはいかがでしょうか、

お伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 大変申しわけございませ

んでした。どんなふうな取り組みということもあ

わせてお答えをしたいと思いますが、先ほど申し

上げましたように、年度当初の説明会におきまし

て自治会長さんの皆様方にご説明のほうを差し上

げているというふうなことでございまして、その

ような中で、じゃ結成についてどんな段取りをし

たほうがいいのかというふうなご相談を受けたり

もしておりまして、実際、今年度につきましても

２団体のほうからそういうふうなご相談の要請が

ありまして、出向いていって説明のほうをさせて

いただいたというふうなことがございます。 

  あとは、議員から今ご提案がありました事例集

というふうなお話でございますが、それにつきま

しても今後の取り組みの中で、やはり多分、自主

防災組織を立ち上げてどういうふうな取り組みを

していったらいいのかというところが一番の悩み

の種ではないかというふうに思っております。 

  となりますと、じゃ隣ではどういうふうにやっ

ているのか、他の自主防災組織ではどういうふう

な取り組みをしているのか、そういったものが大

いに参考になってくるんだろうというふうに思い

ますし、また、この市内だけではなくて全国各地

でいろんな取り組みがされているかと思いますの

で、そういったことにつきましては今後十分検討

させていただきたいというふうには思います。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） 自主防は、あくまでも

地域で命を守る共助の仕組みをつくる上での大事

な立場で、重要であります。地域を愛する心が防

災力を高めるのではないでしょうか。 

  次の⑵に移ります。 

  先ほどもありましたように、東京荒川区立の中

学校、全10校で、2015年度に部活動に防災部が設

置された活動を始めました。９月定例会でもご紹

介いたしましたが、活動の一端をここで改めてご

紹介させていただきたいと思います。 

  この部活が結成されたきっかけとなったのは、

東日本大震災後の2012年５月にいち早く設置され

たと言われております。区立の南千住第二中学校、

生徒はここ310人で、レスキュー部というのが結

成されたそうです。災害時に地域の高齢者をスム

ーズに避難所へ誘導支援できるよう日ごろから顔

見知りになるきずなネットワーク活動などに取り

組み、２人から３人でチームをつくり、学校だよ

りを学校近くの高齢者宅に訪問して配るなど、受

け取った高齢の方々も、若い人と話をすると元気

が出る、いざというときに頼もしい存在ですとの

ことです。 

  このレスキュー部は、テニス部、また陸上部な

どのほかの部活動とのかけ持ちが多いと言われて

おります。初めは65人から始まり、2015年度は

200人と全生徒の３分の２が所属、防災に強い地

域は人づくりからと校長先生、地域を大事にする
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ことで心も育つ、地域に貢献したいとの気持ちが

生徒たちに育ってきたと副校長先生。 

  ８月には学校の体育館が避難所になったとの想

定で防災訓練をし、発電機や簡易トイレの組み立

て、炊き出しなどを体験、つくった食事を地域の

高齢者宅に配るなど、避難所をまた見学するなど、

きずなのネットワーク活動では、生徒たちが登録

している60歳から80歳代の32世帯を月１回から２

回訪問し、お年寄りの安否確認にも役立っている

と言われております。 

  近くの保育園との合同避難訓練や救命講習の受

講、地域行事のお手伝いなど、活動は多彩であり

ます。校長先生は、いろいろな活動に参加するこ

とで災害時に地域に目が届くようになると言われ

ております。部員の３年生の女子は、お年寄りが

避難する手助けができればいいなと１年生のとき

に入部、この家には足の悪い人が住んでいるとか、

地域のことがわかってきた。自分たちが地域をも

っと知るための部活だと思う。また、顔見知りの

人をふやして、何かあったときにいろんな人と助

け合えたらいいなと話しております。 

  この中学校では、高度な救命技術を持つ生徒を

さらに育成しようと、ことし６月に新たにスーパ

ーレスキュー部も発足したと言われております。

現在、20人が所属していると言われております。

また、区全体の部活の活動も活発で、夏休みには

各校の代表20人が東日本大震災で被災した南三陸

町や陸前高田市を訪問するなど、308人が活動中

だと言われております。 

  あさって、３月５日には、荒川区主催の区挙げ

ての防災運動会が行われると聞いております。区

内の中学校防災部の生徒がスタッフ役となり参加

すると言われております。本当に見学に行けない

のが残念です。本市でもぜひ取り組んでいければ

なとの思いが強く、再度質問させていただきまし

た。 

  少子高齢化はどこの地域でも免れません。若者

を育てなくてはなりません。先ほど教育長のご答

弁に、本市では総合的学習の時間、特別活動の授

業にて、防災意識を高めるために今後どのような

取り組みを考えているでしょうか。 

  また、年間の防災に費やす時間は何時間ぐらい

でしょうか、お伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（大宮司敏夫） ただいま事例紹介いただ

きまして、本当にありがとうございました。 

  先ほどのお答えに補足する形で、実は本市にお

きましては、特に小学校ですが、学校行事として

那須岳の登山などをやっているところがございま

す。近年、火山災害等もございまして、そういっ

たものへの関心は高くなっております。次年度は、

まだ確定はしておりませんが、希望という形で防

災教育に関して何がしかの研究指定をさせていた

だいて、研究を深めていくというようなことも現

在考えているところでございますので、先ほどの

議員の紹介した内容につきましては大いに参考に

させていただきたいと思っております。 

  また、お尋ねの防災に関する意識の啓発につき

ましては、先ほどお答えしたとおりでございます

けれども、手元に今、詳細の何時間という数字の

資料がございませんのでお答えはできませんけれ

ども、行事あるいは年間計画の中で、時期に応じ

て意識を啓発する取り組みを引き続き実施をして

いきたいというふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） この荒川区という土地

柄ということもありますけれども、やはりそこの

トップの方の防災意識によるものと思われます。

改めて君島市長のご見解をお伺いいたします。 
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○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 私のほうに質問がございまし

た。私も大変、防災の教育、そういったものは重

要であると思っております。 

  先ほど教育長から答弁がありましたとおり、こ

れからの教育の中で十分にこういった防災教育が

進められればと考えておりますし、この辺につき

ましては教育委員会の中で研究をしていただけれ

ばというふうに思っているところであります。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） それでは⑶に入ります。 

  今年度は、３月５日、間近に迫りましたけれど

も、防災士を招いての研修会、この先生を招いて

の研修会が開催されるところであります。また、

この防災士、那須塩原市は多額の予算を費やして

皆さんを育てているところなんですけれども、現

在、本市においては何名の防災士が誕生したでし

ょうか。 

  また、地区別、例えば黒磯、西那須野、塩原、

またその中でわかれば男女別とか年代別も教えて

いただければと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 防災士取得の状況という

ふうなことかと思います。 

  まず、現在で資格取得者数241名ということに

なっておりまして、その内訳でございますけれど

も、自治会等の推薦の方が153名、市の職員が54

名、それから教職員34名というふうなことになっ

ております。なおかつ、自治会等推薦の中で黒磯、

西那須野、塩原の内訳でございますが、黒磯地区

につきまして84名、西那須野地区が45名、塩原地

区が24名というふうなことになっております。 

  また、そのうち自治会等推薦の中で女性の人数

でございますが、10名というふうなことになって

おります。全体でいきますと女性の資格取得者は

23名ということでございます。 

  それから、年代別までは、申しわけございませ

ん、資料がございませんのでご了解をいただきた

いと思います。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） 先ほどのご答弁の中で、

次年度以降はグループごとに分けられて、知識の

向上とか情報の交換とかいろいろなことにこれか

ら取り組んでいきますということですけれども、

そのグループの編成はどのようにお考えでしょう

か。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） まだ具体的なところまで

検討を進めているところではございませんが、や

はりグループで編成ということになりますと人数

的には五、六名が適当なのかなというふうなこと

も考えておりますし、年代についてもそれなりの

ばらつきといいますか、各年代からというふうな

混成のほうがよろしいだろうというふうには考え

ております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） ご答弁の中で災害図上

の訓練等にこれからも取り組んでいくということ

なんですけれども、その内容をちょっとお伺いい

たします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） どのような図上の訓練か

というふうなことかと思いますけれども、これは

やり方によっていろいろな訓練があるんだと思い
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ます。例えばでございますけれども、避難所開設

の訓練というのもあるんではないかと思います。 

  これにつきましては、例えば学校の体育館なり

を避難所とした場合に、どういった配置、どうい

う年代の方、老人の方は入り口の近くがいいだろ

うとか、あるいは受付はどこにしたらいいだろう

とか、そういうふうな図上訓練もあるでしょうし、

あるいは避難訓練というふうなことで、実際のそ

の地域の地図を用意しまして、どういうふうな経

路で避難所まで避難したらいいのかとか、そうい

うふうなもろもろの訓練が考えられるかと思いま

す。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） やはり四、五人のグル

ープというとかなりの大世帯になると思うので、

これから取り組むということなんで地域別とかに

もなってくるんではないかなとも思っております。 

  この防災士の自主防災組織、また自治会との連

携はこれからどのようにお考えでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 自主防災組織と防災士と

の関係というようなことでよろしいでしょうか。 

  現在進めていますのが、自治会等の推薦の中で

防災士の資格取得をというふうなことをお願いし

ているところでございます。 

  というのは、やはり地元で防災士の資格を取ら

れた方が防災の減災あるいは予防、そんなところ

でリーダーシップを発揮していただきたいという

ふうな趣旨から防災士の取得の推進をしていると

いうところでございますので、自分の属する組織

においてリーダー、指導的な役割を果たしていた

だきたいというふうに考えているところでござい

ますし、またその組織においては、そういった

方々の知識・経験を有効に活用していただいてさ

らなる防災力の向上を目指していただければとい

うふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） 先ほどのご答弁で黒磯、

西那須野、塩原と人数が分かれております。やは

りあくまでもばらばらではなくて一日でも早く防

災士会というのを設立して、地域の防災リーダー

として防災意識を高めていけるような立場になっ

たほうがいいと思います。 

  では、次の⑷に入ります。 

  防災マップの件なんですけれども、平成25年度

版ということで新たなすばらしい防災マップがで

きました。各家庭に全国配布されているところな

んですけれども、友達なんかに聞きますと、家庭

ではどういうふうに使っているのと言うと、これ

広げるのもかなりということで、またはそんなの

配ってきたのなんていう、とぼけている方もいま

すけれども、実際にこうやって多額のお金をかけ

て皆さんのためにと思ってつくったものでも活用

しなければ何の意味もないと思うんです。 

  そこで、一つの例なんですけれども、これは栃

木県版のとちぎ防災ハンドブックというものを上

の防災推進室からお借りしたものなんですけれど

も、これなんかがすごく見やすくて、ちょっとバ

ッグに入れたりとか、友達とお話しするときもこ

ういうように広げなくても、また家族の中での防

災会議なんかにも、いろいろなところが網羅され

ているのでこのようなものが手元にあればいいな

と思って今回ご提案しました。昨年この立派なの

をつくっていただいて、すぐに見直しとかは多額

な予算がかかることですけれども、やはりこうい

うので学校の現場で活用したり、各家庭でちょっ

とみんなでお茶飲みしているときに広げて使うな

んていうのもいいんじゃないかと思うんです。ま
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た、子どもから大人まで親子で学べるような内容

にしてあればありがたいなと思っております。 

  また、あらゆる人が情報にアクセスできるよう

に、また心得ですと外国人の対応なんかもちょっ

と抜けているんじゃないかなというふうに思いま

す。また、視覚障害者の方に音声コードつきの設

置をするなど、いろいろな方が情報にアクセスで

きるようにご配慮していただければありがたいな

と思っております。 

  日本列島は今、大地変動の時代へ入ったと言わ

れている方もいます。あくまでも知識は力となっ

て、自然災害の知識を事前に持つことが大切であ

ると言われております。起きる前の平時の準備が

最も効果的であると。また、ふだんからの家族と

の話し合いなども大事だ、そのときにこの防災マ

ップも利用するといいんじゃないかと思って、こ

の次の改定するときにはぜひこのようなハンドブ

ック形式にしていただければありがたいと思って、

ご提案をさせていただきました。 

○議長（中村芳隆議員） 質問の途中ですが、ここ

で昼食のため休憩いたします。 

  午後１時、会議を再開いたします。 

 

休憩 午後 零時 

 

再開 午後 １時００分 

 

○議長（中村芳隆議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

  23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） それでは、⑸から引き

続き再質問いたします。 

  ご答弁によりまして28年度におきましても参加

協力をいただけるとのご答弁をいただき、誠に力

強い限りです。27年度は、たくさんの方々のご協

力いただきまして女性のための防災訓練を実施す

ることができました。大変お世話になりました。

持続することにより防災の意識が向上していくと

思います。28年度におきましても実現に向けて全

力で取り組んでまいりたいと思いますので、その

ときはよろしくお願いいたします。 

  それでは、⑹にまいります。 

  この感震ブレーカー、前回もご提案したんです

けれども、那須塩原市のホームページに大きく掲

載されております。また、市の防災訓練等、イベ

ント時においてもチラシを配布していただいてお

るところです。 

  また、前回、全自治会長を対象とした自主防災

組織に関する説明会において周知を図り、地域防

災活動の一つとして取り組みをしていきたいと、

また、自治会において共同購入などに取り組んで

いきたいというようなご答弁もいただいておると

思うんですけれども、この点はどうでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 自主防災組織あるいは自

治会の皆様方のご協力を得てというふうなことで

ございますが、まだ残念ながら共同購入というと

ころまではいってございません。現在のところ、

先ほど申し上げましたように、まずは周知という

ようなことでホームページあるいは各種イベント

等でチラシの配布等、そういうようなことで周知

活動に力を入れているというところでございます。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） それでは、先ほども答

弁がありましたように、毎年、自主防災組織に関

する説明会においてということで、28年度におい

ても、自治会長を中心としたそういう説明会の中

で感震ブレーカーについての取り組みなどを周知

徹底していただけることを期待しております。 
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  これが、前回、皆さんにご提案いただいた感震

ブレーカーです。きょうは、これプラス第２弾で

出火防止コンセントというのがございます。これ

も用意してきたので、後で皆さんごらんください

ませ。 

  これはコンセントです。これは、震度５以上の

揺れを感知しますと自動的に電気を遮断してプラ

グで知らせる、出火防止コンセントという名前が

ついております。コンセントの内部が70℃に上昇

すると３分以内に通電を遮断するということで、

コンセントの中で一番安いタイプのをたまたま持

参しました。 

  この開発のきっかけとなったのは、やはり阪

神・淡路大震災で、地震時だけではなくて復旧作

業の再送電による火災もたくさん起きた。自然災

害の発生が避けられないか、電気による２次災害

を少しでもなくすことはできないかと、出火防止

コンセントの開発に株式会社第一通商さんが着手

したそうです。これにまた、京都大学の防災研究

所の専門家に指導を受けながら過去のさまざまな

大地震の揺れを再現させてテストを行い、2010年

に完成いたしました。 

  私たちもそうですけれども、このコンセントに

かなりほこりがついている、そういうのが起きる

トラッキング火災の防止、またタコ足配線でそれ

による発熱による火災防止、また、コンセントも、

いつまでもあれは丈夫じゃないんですね。コンセ

ントの劣化による火災というのも発生しておりま

す。また、落雷から電気製品を守る機能もこれに

は加えたそうです。 

  本市におきましても、公共施設等でもパソコン

なんかで本当に大変な配線になっていると思うん

ですけれども、火災防止の対策は本市においては

どうでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 例えばこの庁舎を見てみ

ますと、やはり当初予定した職員数よりもかなり、

合併後、本庁機能というようなことで職員もふえ

ております。ふえているということになればそれ

だけ機器類もふえるというふうなことになりまし

て、実情的にはタコ足配線という状況も見られる

というふうなことが現状でございます。 

  そんな中で、やはりできるだけコンセント等に

ついては抜くような形で、そういったものに今後

気をつけていきたいというふうに思っております。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） 確かにこれを、今つい

ているところを全部取りかえるとなると相当なお

金もかかると思われますけれども、やはり開発し

たのが京都ということで、世界遺産の寺院、また

国立大学、老人ホーム、幼稚園などにおいて現在

それが設置されているということです。 

  本市におきましても、指定文化財を守るとか、

そういうような大きな公共施設等においても、出

火防止という点で今回取り上げさせてもらいまし

た。 

  電気製品は進化しているのに、コンセントは50

年以上も変わっていないと言われております。命

と財産を守るため住宅にも広めたいと、その開発

会社の方は言っております。 

  本市でも特に木造住宅密集地帯においての普及

啓発を願うものですけれども、高齢者世帯、高齢

者の二人世帯においてはましてやぜひとも取り組

んでいただきたいなと思いますけれども、この点

はいかがでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 確かに高齢者世帯となり

ますと、なかなかそこまで目が届かない、手が回
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らないというふうなことが実態かと思います。コ

ンセント、感震ブレーカーに限らず、火災報知器

等の設置というふうなこともあろうかと思います。

そういったことにつきましても、どんな方法、対

策が必要なのかというふうなことにつきましては

今後の検討課題だというふうなことで認識をして

おります。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） そうですね、なかなか

全部一遍にとかというのは厳しいでしょうけれど

も、日ごろからそういうところのほこりなどを点

検する癖をつけていきたいなと思います。 

  次に、⑺の耐震診断についてお伺いいたします。 

  ご答弁で、これは平成20年度からいろいろな助

成金が実施されているところなんですけれども、

耐震診断に関しては31件、耐震改修については12

件と、ちょっと少ないんではないかなと思うんで

すけれども、これは平成20年度からの全部の累計

ですか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） 耐震診断につきましては

20年度から、それから耐震改修につきましては21

年度からの累計ということになっております。 

  以上であります。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） 以前にこの耐震診断は、

昭和56年の５月以前の木造住宅の耐震化が必要と

いうことで、ある部分を抽出して調査なんかをし

たと思うんですけれども、この件についてはどこ

ら辺まで進んでいるんでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） 調査ということですけれ

ども、これはうちのほうで耐震診断・改修につい

て重点地区を決めまして、ローラー作戦というこ

とでその普及に歩いておりますが、そちらという

ことではなくて調査というようなことでしょうか。 

  ローラー作戦で普及につきましては実際平成20

年度から行っておりまして、地区で言いますと黒

磯、西那須野地区において市街地の25地区で、そ

の中で木造住宅468件を対象にしまして訪問をし

て、そういった木造の改修について普及啓発、Ｐ

Ｒ等を行ってきているということであります。 

  以上であります。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） 今、黒磯地区の市街地

25地区の中をローラー作戦で歩いて468件、この

468件の中に診断、改修が必要ということで腰を

上げて取り組んだというのは、このケースにも入

っているんでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） 全てではありませんが、

これに含まれるものもあるということであります。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） これからもこの重点地

区というかを抽出してローラー作戦をして、やは

り耐震診断、耐震改修、木造住宅の危険な箇所を

調査していくのでしょうか、よろしくお願いしま

す。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） これにつきましては、今

までどおり、地区を決めまして同じようにローラ

ー作戦という形で普及啓発を順次図っていきたい

というふうに考えております。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 



－237－ 

○２３番（平山啓子議員） 20年からの実績で先ほ

どの耐震診断が31件、改修が12件ということで、

このローラー作戦で重点地区を抽出したときの

468件の中にも、じゃ診断してみようか、改修し

てみようかという方が含まれているかもしれませ

んけれども、この500件近い中に、やはりいろい

ろな厳しい条件もあると思うんですけれども、そ

ういう中において市のほうからはいろいろなアド

バイスをしていただけたんじゃないかなとは思っ

ております。 

  この防災対策、命を守るために大切なのは、や

はり日ごろから備品を備えておくとか家具を転倒

しないための防止をするとかですけれども、あく

までも一番大事なのは地震に強い建物であると言

われております。 

  戸建て住宅を耐震化する費用の総額は全国平均

で約35万円と言われているんですね。一度に全て

はなかなか金額もあれなので行うことはできませ

んけれども、一部分からでも始められる。また、

築25年以上の建物も要注意と言われております。

私の家もその中に入ります。大変これはお金がか

かることですけれども、防災は生活に取り入れて

定着させることがポイントと言われております。 

  無理なくできる方法としてコツコツ防災という

のがあるそうです。これは、毎月防災費をお給料

の中から2,000円、3,000円と確保して少しずつ着

実に防災対策をしていく、一度には大変無理があ

りますので、そういうような防災対策をしていく。

このコツコツ防災のメリットは、結局、防災の意

識が途切れなくというところがいいところなんだ

そうです。 

  現在は大変な地震の活動期でもあります。今後

も大規模な地震災害の発生が指摘されている中、

私たちは今こそ住まい環境の安全性に関心を持っ

て、後回しにせず向き合うべきではないでしょう

か。耐震診断、耐震改修、今後、ぜひともこの制

度の普及啓発を進めていってほしいと思います。 

  では、次の⑻災害時のペット同行避難について

お伺いいたします。 

  ５年前の東日本大震災でクローズアップされた

災害時におけるペットの避難対策、昨年の鬼怒川

の決壊でも被災者とペットの同行避難のあり方が

改めて話題になりました。 

  ペットの避難対策については、国レベルでは環

境省が2013年６月に「災害時におけるペットの救

護対策ガイドライン」を策定し、全国の自治体に

災害時のペット同行避難を推奨、これを受けて全

国各地で動物愛護推進計画などの見直しが進んで

いるところです。 

  本市の防災計画では災害時のペット同行避難は

飼い主に委ねられていると思われますが、動物避

難対策マニュアルの策定計画などはありますでし

ょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（渡邊秀樹） お答えいたします。 

  議員がおっしゃられた環境省の通達はこのよう

なマニュアルだと思いますけれども、これにつき

ましては窓口のほうに、飼い主のほうで日ごろか

らの突然の災害発生に対して対応していただくよ

うにしているところでございます。 

  ご質問の市のほうでマニュアルということでご

ざいますが、それに関してはございません。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） ペットの同行避難の課

題は、理想と現実のギャップをどう埋めるかが大

事になってくると思うんです。自主防災組織また

は自治会等での防災訓練の場に飼い主とペットと

一緒に参加を呼びかけ、同行避難訓練を実施して
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はいかがでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 自主防災組織の訓練の中

にそういったものを取り入れていってはいかがか

というようなお話かと思います。 

  まず、先ほど来申し上げていますように、年度

当初の自治会長あるいは自主防災組織の代表者の

方に説明を行うわけでありますが、そんな折にそ

ういったことの内容も含めまして周知のほうを、

あるいはご紹介のほうをしていきたいというふう

に考えます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） 本市におきましては、

避難所にペットの持ち込みは原則禁止となってお

りますが、ペットの飼い主にはしつけを学んでも

らい、ペットを飼っていない人、ペットが嫌いな

人にも理解を広げていけば受け入れ可能な避難所

もあると思います。人と動物が共生するまちづく

りのため、地域ぐるみの取り組みを支えるべきで

はないでしょうか。 

  では次、２項目めの「あいサポート運動」につ

いてお伺いいたします。 

  「あいサポート運動」は、地域の誰もが障害の

ある方とともに生きるサポーターになっていただ

く取り組みとして、平成21年に鳥取県独自の運動

としてスタートいたしました。さまざまな種別の

障害を知ることから始め、障害を知ることにより

障害のある方が日常生活で困っていることを理解

します。そして、それぞれの必要な配慮や手助け

をできることから実践していこうという運動です。 

  「あいサポート」とは、愛情の「愛」、私の

「Ｉ」、支え合う「合い」に共通する「あい」と、

支える、応援する意味のサポートを組み合わせ、

障害のある方を優しく支え、自分の意思で行動す

ることを意味しております。 

  ⑴本市ではボランティアセンターにおいて福祉

体験講座を行っています。その取り組み、現状を

お伺いいたします。 

  ⑵本市も「あいサポーター研修」に取り組み、

「あいサポート運動」を推進してはどうかお伺い

いたします。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） ２の「あいサポー

ト運動」につきまして順次お答え申し上げます。 

  初めに、⑴のボランティアセンターにおける福

祉体験講座についてお答えいたします。 

  社会福祉協議会が所管しますボランティアセン

ターに確認をしましたところ、福祉体験講座は、

障害のある方や支援者の講話、あるいは手話や点

字の学習、車椅子の体験、高齢者の疑似体験など

を行います。それらを通して単に生活する上での

大変さや不便さを知っていただくことだけではな

く、どうしたらその大変さや不便さが改善できる

かをみずからの体験で気づき、自分たちのできる

ことを考えていくことを目的として実施されてお

ります。 

  対象者を小中学生や地域住民、企業など全ての

住民とし、平成27年度はこれまでに36回実施して

おります。 

  次に、⑵の「あいサポート運動」を推進しては

どうかとの質問についてお答えをいたします。 

  「あいサポート運動」は、さまざまな障害の特

性を理解し、ちょっとした手助けや配慮を実践し

ていくこと、そのために声をかけやすい環境をつ

くっていくなど、障害のある方が暮らしやすい地

域社会を実現していこうとするものであると理解
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しております。 

  本年４月１日に施行される障害者差別解消法は、

国民が障害の有無によって分け隔てられることな

く、相互に尊重し合いながら共生する社会を実現

していこうとするものであります。 

  それらの取り組みの中では、障害の特性やどう

いう配慮ができるのかなど、障害に対する市民の

理解を深めていくことが重要と捉えておりますの

で、「あいサポート運動」も含めさまざまな取り

組みを検討し、本市にとって効果的な啓発活動を

実施していきたいと考えております。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） 社協の所管であるこの

福祉体験講座、すばらしい講座が開かれておりま

す。27年度が全体で36回ということで、やはりこ

ういう中で優しさ、思いやりを学ぶ講座というふ

うに聞いております。 

  受講者の人数は延べ何人になったのでしょうか。

また、28年度の目標もお聞きかせください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） まず、36回の受講

者の人数でございますけれども、2,864人でござ

います。それから、28年度の実施の目標数につい

ては、大変申しわけございませんが、ボランティ

アセンターのほうには確認をしてございません。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） 出前講座も行っている

とのことなんですけれども、これはやはり地域、

公民館単位でやっていらっしゃると思うんですけ

れども、小学校、中学校に出向いての出前講座な

どもあるのでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） 27年度の実績36回

と申しましたけれども、基本的には小中学校が大

半でございます。そういう依頼を受けました小中

学校に出向いて、いわゆる出前講座という形で実

施しているのが大半かと思います。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） それでは、障害者手帳

の交付者数を種別ごとにお聞かせいただきたいと

思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） 障害者手帳の種別

ということでよろしいでしょうか。 

  これは、今手持ちの資料が平成26年度でござい

ますので、26年度の数字を申し上げますけれども、

どのぐらい細かく申し上げるのか、例えば身体障

害者何名という合計でよろしいですか、それとも

視覚とか聴覚とかそういうふうに分けたほうがよ

ろしいんでしょうか。念のために細かく申し上げ

ます。 

  まず、身体障害者手帳の交付者数、26年度が

4,293人でございます。そのうち視覚障害者の方

が392、それから聴覚・平衡が413、音・言・そし

ゃくが29、肢体が2,200、内部が1,031、複合の方

が228でございます。 

  身体障害者の手帳というのではそういうところ

でございますけれども、身体障害者だけでよろし

いですか、知的障害等も…… 

〔「はい」と言う人あり〕 

○保健福祉部長（松江孝一郎） では、知的障害者、

これは療育手帳ということになりますけれども、

療育手帳をお持ちの方合計ということで815でご

ざいます。 

  それから、精神障害ということで精神障害者の
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保健福祉手帳ということになりますけれども、こ

れをお持ちの方が平成26年度でございますけれど

も462でございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） そうすると、全体で

5,500と、このぐらいの手帳を交付される方がい

らっしゃいます。この数は多いと見ますか少ない

と見ますか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） 障害者手帳をお持

ちの方の人数、５千数百になるかと思いますけれ

ども、それを多いと見るか少ないと見るかという

のは見方によって異なるところがあるんだという

ふうに思います。簡単に、どっちかだけを向いて

多い少ないというのはなかなかお答えがしにくい

のかなというふうに思うところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） 誰もが地域の中で生き

生きと暮らしていくためには、自分が理解されて

いることが必要ではないでしょうか。 

  障害については、まだまだその内容や配慮等が

広く知られていないために、障害のある方がいろ

いろな面でつらい経験をされているという実情が

あります。例えば、視覚障害で白杖を使用してい

る人は点字ブロックの上に自転車などを置いたり、

そこで立ち話をしていると歩けなくて困る、車椅

子を使用している人はちょっとした段差で動けな

くなることがあっても無関心の人が多い、聴覚障

害のある人は駅や銀行で案内や呼び出しが聞こえ

なくて困るなど、あくまでもこういうことを私た

ちは知ることが大切ではないでしょうか。知って

いるからこそ障害が理解できる、困っていること

もわかると思います。 

  この「あいサポート運動」の本当の狙いという

のは、多くの人にこの障害を知ってもらうことか

ら始まると言われております。事例ですが、埼玉

県の富士見市では、この運動に賛同されこの運動

をさらに推進するため、昨年26年10月に「あいサ

ポート運動」の推進に関する協定を鳥取県と結ん

だそうです。さらに埼玉県の秩父市、和光市、ど

んどんと連携し全国に広がっている状態です。 

  私たちも病気や事故はいつ起こるかわかりませ

ん。同様に、障害はいつでも誰にでも生じ得るも

のです。障害者差別法が４月から施行されますけ

れども、この法律の施行を契機に本市も「あいサ

ポート運動」に取り組み、一人一人が「あいサポ

ーター」の活動を通じて誰もが暮らしやすい地域

社会をつくっていこうと思います。 

  本市にとって、これは効果的、かつ啓発運動に

大きく寄与すると思いますが、この実施に向けて

お伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） 今、議員からもご

指摘をいただきましたけれども、私のほうも最初

にお答えしましたように、福祉体験講座の中では、

障害をお持ちの方などがどういうことが不便でと

いうことを気づく、それから自分でできるちょっ

としたことにも気づいてもらうというような講座

を実施していますというようなことをお答えした

ところでございますけれども、議員からご提案の

ありました「あいサポート運動」とほぼ趣旨とし

ては似たようなというか、通じるものがあるとい

うふうに思うところでございます。 

  「あいサポート運動」という鳥取県が始めたも

の、大変すばらしいものだというふうには思って

いるところでございますけれども、そういう要素
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を入れながら、例えば福祉体験講座をさらに充実

していくというのも一つの方法であるというふう

に思うところでございます。 

  最初にお答えした答弁の繰り返しでございます

けれども、本市にとってどういう方法がいいのか

研究を進めながら実践をしていければというふう

に思うところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） それでは、３項目めの

高齢者就労支援についてお伺いいたします。 

  65歳を過ぎても働きたいと考える高齢者がふえ

る中、就労環境の整備は喫緊の課題といえます。

シニアが輝く社会の構築には、働く場所をいかに

確保し、活躍の場を提供できるかが大きなポイン

トになります。 

  ⑴３月５日に、本市シルバー人材センターの設

立10周年記念式典「感謝のつどい」が開催されま

す。高齢者の方々の健康や生きがいづくり、労働

力の確保など、シルバー人材センターの役割は大

きくなってきております。その活動状況と今後の

取り組みをお伺いいたします。 

  ⑵本年１月からスタートいたしました介護支援

ボランティアポイント制度の進捗状況をお伺いい

たします。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 平山啓子議員の高齢者就労支

援についてお答えをいたします。 

  初めに、⑴のシルバー人材センターの活動状況

と今後の取り組みについてお答えをいたします。 

  平成26年度の公益社団法人那須塩原市シルバー

人材センターの活動状況でございますが、平成26

年度末現在の登録会員数は773人で、5,360件の仕

事を受託し、その契約金額は４億2,459万3,538円、

延べ７万7,243人が従事いたしました。県内25の

シルバー人材センター中、会員数、契約金額とも

第３位の実績となっております。 

  今後の取り組みにつきましてシルバー人材セン

ターに確認をしたところ、会員の確保及び就業機

会の拡充に努め、高年齢者が長年培った豊かな経

験と知識・技能を生かして就業することにより、

豊かで積極的な高齢期の生活と社会参加による生

きがいを充実するとともに、地域に活力を生み出

し、地域社会の福祉と活性化に寄与するというシ

ルバー人材センターの目的達成のため運営してい

きたいとのことでございます。 

  次に、⑵の介護支援ボランティアポイント制度

の進捗状況についてお答えをいたします。 

  介護支援ボランティアポイント事業につきまし

ては、本年１月からボランティア活動を開始でき

るようにするため、昨年10月にボランティアの活

動場所となる介護サービス施設等の受け入れ施設

を指定し、11月16日からボランティアの登録受け

付けを開始して、順次ボランティアと受け入れ施

設との調整をしております。 

  ２月19日現在、介護サービス施設等の受け入れ

施設の指定数は71施設、ボランティアの登録数は

70人となっております。登録済みのボランティア

のうち63人については受け入れ施設との調整が整

い、既に48人がボランティア活動を始めておりま

す。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） シルバーも、県内25シ

ルバーの中で第３位とすばらしい実績を積んでお

るところですけれども、やはり平成21年度の緊急

雇用対策の政策によって会員数もかなりふえてき

ましたけれども、それが徐々に減少しているのが
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伸び悩みの今状況だと聞いております。また、年

金受給開始の引き上げによって、企業の継続雇用

の利用度が会員数の伸び悩みということも聞いて

おります。 

  やはり高齢者の方が生き生きと安心して自分の

経験、知識、技能を生かせる就労の場がこれから

は必要ではないかと思います。 

  厚生労働省は、シルバー人材センターを通じて

働く高齢者について、週20時間までしか働けない

という規則を今回緩める方向で検討を始めました。

那須塩原市の現状はどうでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） シルバー人材セン

ターにおきます例えば派遣につきましては、週20

時間というような規制がかかっているところでご

ざいますけれども、厚生労働省におきましては、

そのような規制の緩和について検討するよという

ことで、そういうことを検討をしているというこ

とは聞いているところでございます。 

  規制緩和におきましては、基本的には県の市町

村の指定等の事務も関係するところでございます

けれども、その辺の具体的な動きについてはまだ

県から特段の通知等を受けてはいないところでご

ざいます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） この規制緩和について

は昨年９月に検討ということだったんですけれど

も、まだ本市においては現状の週20時間というこ

とで働いているのが現状だと今お伺いいたしまし

た。やはり時間制限が緩和されれば同じ職場で長

く働けるようになり、従事できる仕事の種類も広

がってくると思います。 

  また、そういう中、シニア世代の意識を変える

必要性も問われております。過去の肩書やプライ

ドに固執し、若い人に対して上から目線で接した

り、素直な態度で相手の話を聞けずに行き詰まる

ことも多いと聞いております。 

  気持ちを切りかえて仕事に臨んでいくことが大

切だと思いますが、本市においてその定年世代向

けの就業体験、研修事業などに取り組んでいまし

たら、その内容をお聞かせいただきたいと思いま

す。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） 保健福祉部門とい

いますか福祉政策といたしまして、通常60から、

今、定年は延長されている企業もございますけれ

ども、そのような方向けの第二の雇用という意味

合いでの就業体験というのは、福祉部門では現在

行っていないところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） あるご年配の方が言っ

ていました。技術の後継者もできたし、これ以上

は働かなくてよいと自分が思ったときが定年であ

る、退職だ。体力がもつ限り続けたいと、そのよ

うな声も聞いております。また、新たな就業開拓

ということでコンビニと提携し、コンビニで働い

ている60代後半の女性の声も聞きました。無事故

で健康でお客様にお応えできるように、高齢の方

はこれからますます頑張ってほしいと思っており

ます。 

  また、先ほどの介護のボランティアのポイント

ですけれども、まだ事業がスタートしたばかりで

すけれども、やはり順調に稼働していることがわ

かりました。社会参加、健康増進、介護予防に多

くの方にチャレンジしてほしいと思っております。 

  受け入れ施設でのちょっとしたトラブルとか事
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故なんかはありませんでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） まだ始まって１カ

月少し、２カ月弱というところでございます。ま

だそのようなトラブルが発生したとか事故的なこ

とが起きたとかという連絡は受けてございません。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 23番、平山啓子議員。 

○２３番（平山啓子議員） ありがとうございます。

みんなが元気で生き生きと活躍することを願って

おります。 

  これで私の一般質問を終わらせていただきます。 

○議長（中村芳隆議員） 以上で、23番、平山啓子

議員の市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 齊 藤 誠 之 議員 

○議長（中村芳隆議員） 次に、４番、齊藤誠之議

員。 

○４番（齊藤誠之議員） 皆さん、改めましてこん

にちは。 

  議席番号４番、ＴＥＡＭ那須塩原、齊藤誠之で

ございます。 

  通告書に従いまして一般質問をさせていただき

ます。 

  １、那須塩原市保育園整備計画（後期計画）に

ついて。 

  本市では、平成27年３月に子ども・子育て未来

プランを策定し、あらゆる子育て支援を計画し実

施しております。中でも待機児童対策は、本市の

最大の課題であるとともに子育て世代の家庭を応

援するための施策として、定住促進を左右する大

きな要素であると考えております。 

  このたび未来プランとの整合性も含めての整備

計画の改訂が行われることから、以下の点につい

てお伺いいたします。 

  ⑴現在の待機児童対策の進捗についてお伺いい

たします。 

  ⑵保育に従事する職員の数についてお伺いいた

します。 

  ⑶保育士の確保についてお伺いいたします。 

  ⑷保育の質の向上についてお伺いいたします。 

  ⑸今後の那須塩原市独自の保育サービスをどの

ように考えているかお伺いいたします。 

  以上、１回目の質問とさせていただきます。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） それでは、那須塩

原市保育園整備計画（後期計画）についてのご質

問に順次お答えいたします。 

  初めに、⑴の待機児童対策の進捗についてお答

えいたします。 

  本市における国の基準に基づき算出した待機児

童数は、平成27年10月１日現在で73人となってお

ります。一方、特定の保育園への入園を希望して

いるなど、国の基準ではカウントされない児童数

も合わせて算出しました入園待ち児童数は、同日

現在で139人となっております。 

  本市では、平成25年６月に那須塩原市保育園整

備計画（後期計画）を策定し、おおむね150人の

入園待ち児童と350人の定員の弾力的運用による

定員超過の解消に向けた施策を推進しております。 

  平成26年度と平成27年度の２カ年度で関係施設

の整備等を集中的に進めており、平成27年４月時

点で394人の保育の定員を新たに確保したことに

加え、平成28年４月時点ではさらなる定員確保を

予定しております。これにより、計画上の目標値
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でございますおおむね500人の定員増を達成でき

る見込みとなっております。 

  しかしながら、ゼロから２歳児の入園希望が増

加していることから、いまだに入園待ち児童や定

員の弾力的運用が解消されていない状況にござい

ます。 

  このことから、本計画を改定した上で、市民の

皆様が安心して子育てができる環境の整備に向け、

引き続き取り組んでまいりたいと考えております。 

  次に、⑵の保育に従事する職員の数についてお

答えいたします。 

  平成27年７月１日現在の数字となりますが、公

立保育園12園における保育従事者は249人となっ

ております。内訳としては、正規職員保育士92人、

臨時職員保育士157人であります。 

  次に、⑶の保育士の確保についてお答えいたし

ます。 

  公立保育園における正規職員の保育士の採用に

関しましては、那須塩原市職員適正化計画を踏ま

え、公立保育園の民営化の進展を考慮しながら、

今後とも計画的な採用に努めてまいりたいと考え

ております。 

  次に、⑷の保育の質の向上についてお答えいた

します。 

  本市では、保育所は常に保育の質の向上に取り

組むよう努めなければならないとしております国

の保育所保育指針に基づき、保育園における保育

の質の向上のためのアクションプログラムを策定

し、保育の質の向上に取り組んでおります。 

  最後に、⑸の今後の那須塩原市独自の保育サー

ビスをどのように考えているかについてお答えい

たします。 

  本市においては、入園待ち児童が多く存在して

いることを踏まえ、まずは保育を必要とする子育

て世帯に通常保育を提供できるように取り組むこ

と、また多様な保育ニーズに対応するため、病

児・病後児保育、延長保育等の充実及び保育の質

の向上に取り組むことが重要であると考えており

ます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） ただいまご答弁いただき

ました。 

  まず、本市の待機児童解消の取り組みについて

は、ただいま子ども未来部部長からお話ありまし

たとおり、大変なご尽力をいただいていると思っ

ております。 

  結果、各事業者の同意を得て、スピード感を持

ってここまで整備されてきました。そのことは、

今回出されております改訂版のところにもしっか

りと鮮明に書かれております。 

  そこで、500人の定員増を達成できるのにもか

かわらずゼロ歳から２歳児の入園希望が増加して

きたと答弁がありましたが、その理由をお聞きか

せ願えればと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） おおむね500人の

定員増を達成できる見込みでもまだゼロ歳から２

歳児の入園希望が増加しているというところでご

ざいますが、理由として考えられるものとしまし

ては、保育の受け皿がふえたことによりまして潜

在的な保育ニーズが喚起されていること、それに

加えまして、共働き家庭の増加や職についていな

い母親・父親の就労意向が高いというニーズ調査

の結果が出ております。 

  ですので、市内における保育を必要としている

子育て家庭がふえていることが主な要因ではない

かと考えております。 

  以上です。 
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○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） ただいま答弁いただきま

した。 

  確かに、述べられたとおり希望者が出てきたと

いう現状がありまして、那須塩原市に住みながら

子どもを預けて働きたい保護者の意向を酌んだ施

策によってまた新たな潜在的児童を掘り起こした

ということを理解いたしました。 

  また、先ほどの答弁の中で、各地区にある保育

関連施設との連携で新たに保育定員の確保ができ

たはずですが、ゼロ・１・２歳の待機あるいは入

園待ち児童が潜在的に掘り起こされた現状で、今

後計画している計画での解消後の計算でもあと何

名の待機児童が発生してしまうのか、わかるよう

であれば教えていただきたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 今回の改定をしま

した計画、議案として今回上げさせていただいて

おりますが、そちらの計画に掲げました各施策の

推進ができる結果、入園待ち児童は解消されると

いうことで見込んではおります。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） 改訂版のほうでは、おお

むね200人という数値が明記されております。６

割方、西那須野地区に待機児童が寄っているとい

うことが明記されておるんですが、まず黒磯地区

の待機児童についての解消の見込みはどうなるの

かお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 黒磯地区におきま

しては、27年度までの保育施設の整備等によりま

して需要と供給のバランスはほぼ整っていくもの

ではないかと考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） おおむねとんとん、解消

できる見込みであるというご答弁をいただきまし

た。 

  では、西那須野地区の待機児童に関してなんで

すが、ゼロ・１・２歳のニーズがほとんどである

と理解しているのですが、よろしいでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 27年10月１日現在

の西那須野地区における入園待ち児童84人という

ことで数字が出ておりますが、そのうちゼロ歳か

ら２歳は81名ということで、ほぼそちらの年齢層

で占めているというのが現状でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） 81名が入園待ちあるいは

待機児童であるということでよろしいですね。 

  それでは一つお伺いしたいんですが、公立、民

営とその他も含めてなんですが、各園での年齢別

の受け入れ定数について市で定めた定員等はある

のかお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 子ども・子育て支

援新制度の施行によりまして、各園においてそれ

ぞれの現状に合わせまして各年齢別の利用定員と

いうのを設定していただいているところでござい

ます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） 利用定員を設定していた

だくということですから、その自園で、ある程度

は計画できるということでよろしいですね。あり
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がとうございました。 

  改めて、これまでの対策を講じられてきた中で

の今現状での課題をお伺いしたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 改めて課題という

ところでございますが、今回改定の計画によりま

して主にハード面の保育施策のあり方についてま

とめてございますので、それによりましてある程

度ハード面での充実は図られるだろうと考えてお

ります。 

  今後はより一層、ハード面も当然のことながら

ソフト面も含めまして、両面から保育環境の整備

を図っていく必要があると考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） 一番最初に言うのを忘れ

て申しわけございませんでした。一括にて質問さ

せていただきます。 

  課題が部長のほうから答弁ありましたとおりわ

かりました。この現状をお伺いいたしまして、⑵

のほうの質問に移らせていただきます。 

  公立での保育従事者は249人ということで、正

職員が92人、臨時保育士が157人との内訳を答弁

いただきました。 

  これ、改訂版のほうにももちろん書いてあるん

ですが、この中の臨時保育士の部分ですが、フル

タイム常勤換算とうたっておりますが、この説明

をお願いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） フルタイム常勤換

算という記載をさせていただいております。フル

タイム勤務を８時間としまして、当然いろいろな

組み合わせで短時間で勤務をしております臨時の

保育士もおりますので、そちらの合計を８時間で

割り返して、フルタイム勤務に換算すると人数が

何人になるかということで算定しております。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） ただいまご答弁いただき

ました。 

  実際には、人数としての登録は157人ではなく

それ以上に登録されている方がいるという解釈で

よろしいでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） フルタイム換算と

いうことですので、換算しない形で臨時保育士の

実人数ということになりますと206人ということ

になります。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） 数字のほう教えていただ

きました。了解いたしました。 

  続きまして、正職員と臨時保育士の仕事の内容

についてお伺いいたします。また、仕事の内容に

大きな差はあるのかどうかお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 保育士の仕事とい

うのはいろいろありまして、当然、園児の教育・

保育の実施とか保護者の方の対応、それからいろ

いろな各種事務ですね、保育課程の作成とか、そ

れぞれの子どもの様子を書き入れて管理したりす

る児童票というのがございます。そういう事務的

な面とか、それから発達支援児の子どもさんも当

然いらっしゃいますので、そういう方々につきま

しては個別の発達によりよい形で寄り添っていけ

るようにという計画を立てたりもしております。 

  正職員と臨時の保育士の差ということでござい

ますが、端的に言えば事務量の比重というところ
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で、保育のほうの仕事のメーンは当然正規職員の

保育士が担っておりますけれども、臨時の保育士

のほうは、そこで手が足りなくなったところの事

務量の軽減を図るためにいろいろ協力してやって

いただいているというのが現状でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） それぞれによって比重は

ありますけれども、ある程度の仕事内容は精通し

ているということで理解いたしました。 

  次に、現段階で保育士の人数は足りているのか

どうかお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 保育士の数という

ものは、何歳児何人につき何人の保育士というこ

とで定数というのが決まっているものでございま

すので、その受け入れ人数に対しまして年齢別の

配置基準というのがありますので、そちらを満た

している状況でございます。当然、臨時の保育士

の方々も含めまして満たしているのが現状でござ

います。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） 受け入れ基準に沿って定

員は満たしているということで安心いたしました。 

  それでは、⑶のほうに移らせていただきます。

保育士の確保についてです。 

  保育士の確保についてで、改訂版では、現在の

正規職員と臨時保育士の比率２対１を今後１対２

にしていくと明記してあります。 

  そこで、保育士を確保するのに当たっての条件

で、全てを正規職員にするということは大変難し

いということは私にも理解できております。仕事

の内容も踏まえた保育のサービスを行っていく上

でこの臨時保育士の存在が大きく感じられている

と思いますが、考えをお聞きかせください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 先ほどから臨時の

保育士の業務についてお話もさせていただいてい

るところですが、当然のことながら正規の職員だ

けでは保育は成り立っていきませんので、臨時の

保育士の方々の力はとても強いところでございま

す。本市の保育を支えていただいているというこ

とで認識しております。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） 今ご答弁あったとおり、

臨時保育士さんの存在自体が大きく、そして正規

だけでは支え切れない部分をしっかりとサポート

して一緒に保育をしていただいているというご答

弁をいただきました。 

  現時点での保育士の確保の現状をお伺いいたし

ます。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 現時点での確保の

現状ということでございますが、先ほど申し上げ

ましたように、受け入れ人数に対します配置基準

というのは満たす形で臨時保育士にサポートをし

ていただいているところでございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） 臨時保育士さん、１個前

の質問で足りているのかというところでは普通に

満たされているということで、確保の質問に関し

ても、現状としては十分現時点では確保できてい

るという解釈でよろしいですよね。 

  全てのケースにおいて、今後もう一人、二人と

保育児を受け入れられる体制が整ってきたときに

保育士の確保が難しい現状であるというところは

認識をお互いにしているところでありますが、今



－248－ 

は臨時保育士の話ではございましたが、民営の保

育園の園長さんにお話を聞くことができましたの

で、その中でも、実際保育士の確保は相当苦労し

ていると、いろいろ試行錯誤しているが大変だと

いうお話を伺うことができました。現場を知って

いる保育士がなかなか見つからない理由というの

は何かしらのそういったわけがあるのではないか

と思います。 

  続きまして、⑷の保育の質の向上についてお伺

いいたします。 

  改めて、保育の質の向上とは何かをお伺いいた

します。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 保育の質の向上と

いうことでございますが、保育園は、保育に関す

る専門的な知識等を有する職員が、家庭との緊密

な連携のもとに、子どもの発達状況を踏まえまし

て、保育園におけるよりよい環境を通しまして養

護及び教育を一体的に行うというものでございま

す。 

  当然のことながら、そのためには保育士一人一

人の資質の向上とか専門的な知識、あと技術の習

得を図って、保育園全体で保育の質の向上を図る

必要があると考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） ただいまご説明いただき

ました。 

  一つの情報なんですが、保育の質というものは

保育実践そのものであると。あと、子どもと保育

者の相互利用、環境の構成など、それ以外に条件

の質、クラスの子ども人数、大人と子どもの比率、

保育者の経験年数、学歴、研修等、そしてもう一

つ労働環境の質、給与、仕事への満足度、運営へ

の参加、ストレス等、こういったものを全て含め

て保育の質を捉えていくということをある情報で

見させていただきました。こういった面を捉えな

がら那須塩原市における保育園の質の向上を目指

していっているのだと思っております。 

  改訂版の説明の中にアクションプログラムの内

容がありました。これを受けている対象の保育士

は市にある保育園全体の保育士なのか、また、認

可外等々で活躍されている補助員についてはどう

なのかをお伺いしたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 保育の質の向上の

ためのアクションプログラムを実際に実行すると

ころはどういった対象になるのかというご質問か

と思いますけれども、基本的には、公立の保育園

を対象としてこのアクションプログラムというも

のを策定しております。 

  しかしながら、当然、民間の保育園と福祉施設

の方々にも、市のほうでこういう形でアクション

プログラムというものを保育の質の向上のために

つくったということでお示しして、ご協力をいた

だく。 

  今年度が最終年度で第１期をつくっております。

この後、第２期のアクションプログラムのほうを

議員の方々にもご紹介するというスケジュールに

なっておりますので、民間の方々も含めまして全

体的に本市における保育の質を向上していくとい

うことを目標として策定しております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） 全体を取り込んでの、那

須塩原市全体の保育士の質を上げるということで

取り組んでいるということで理解してよろしいで

すか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 
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  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） すみません、対象

が全ての職員かというところ、答弁漏れておりま

した。 

  当然のことながら全ての保育士が対象となって

おりまして、現在、連携保育士というのを２人、

特別に配置しておりまして、それを例えば民間の

小規模の園とかそういうところで、市の保育の方

針とか、小規模さんでちょっと悩んでいることと

かに相談に乗ったりとかして巡回したりしており

ます。 

  そういう中でも、やはり那須塩原市全体として

保育の質の向上を図るということで、そういう保

育に携わっている方々全てに保育の質の向上を図

っていっていただければと考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） 今ご答弁いただいた内容

で質を上げているということですが、保育の質を

上げるためにはそれ相当の経験や年数が必要にな

ると思うのですが、現在採用されている臨時保育

士さんの任期についてお伺いしたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 本市で雇用してお

ります臨時保育士の任期ということですが、市の

臨時職員の任用に関する要綱というのがございま

して、任期は６カ月ということで規定しておりま

すが、当然のことながら更新をしていただいて、

ある程度の期間、勤め続けていただいております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） ６カ月、半年で更新をし

ていくということで理解いたしました。こちらの

ほうは法で定められているということを知りまし

たので、基本的には働く、そのまま継続していた

だいているということで理解させていただきます。 

  この４番の中での最後の質問なんですが、就労

体系の中での時間は保育所によってさまざまだと

いうことですが、その保育園に入るに当たっての

段階でのマッチング等はしているのかどうかをお

伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 先ほど保育士の定

数は足りているというお答えを差し上げたんです

が、当然のことながら任期が６カ月という中もご

ざいますので、途中でいろいろ追加で募集をしな

いと臨時保育士さんに集まっていただけなくて、

なかなか新しい方が見つからないという現状もご

ざいます。 

  正職員はまた別ですけれども、臨時保育士を採

用する際にはそれぞれ面談をする中で、働き方、

短時間で何時から何時まで働きたいとか家庭の事

情でとか、そういうお話を聞きながら、就労の希

望時間を聞き取りながら確認して採用をさせてい

ただいております。 

○議長（中村芳隆議員） 質問の途中ですが、ここ

で10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 ２時０５分 

 

再開 午後 ２時１４分 

 

○議長（中村芳隆議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

  ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） 先ほどまで⑴から⑷まで、

職員の数であったり、現状であったり、確保の方

法、あるいは質の向上についてお伺いさせていた

だきました。それらを踏まえて、⑸の今後那須塩
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原市独自サービスをどのように考えているかとい

う項目に移らせていただきます。 

  何点かあるんですが、那須塩原市としての今後

の独自の取り組み、あるいは預けたいと思ってい

る保護者へのそういった対応、そしてそこで働い

て保育をしてくださっている先生方、その辺の視

点を入れながら聞いていきたいと思います。 

  こちらの先ほどの答弁では、入園待ち児童が多

く存在していることを踏まえ、まずは保育を必要

とする子育て世帯に通常保育を提供できるように

取り組むこと、また多様な保育ニーズに対応する

ため、病児・病後児保育、延長保育等の充実及び

保育の質の向上に取り組むことが重要であると考

えているとの答弁でございました。 

  病児・病後児保育の取り組みについては、今回

の予算もついておりますが、非常にスピード感を

持って取り組まれていると思いますので、引き続

き整備に万全を期していただきたいと思っており

ます。 

  まず、その中で、先ほど申したとおり子どもを

預ける保護者への行政の課題の周知、共通認識の

お話です。 

  共働き世帯あるいは女性の活躍によりまして、

出産後にもかかわらずすぐに職場復帰を果たした

い、そういった市民に対しての保育園でございま

すから、これだけ整備していただいてとても助か

る半面、整備事情もあるということで、この待機

児童の問題自体をそういった市民、子どもを授か

ったお母さん・お父さん方に知っていただくこと

もとても大切なことであると、現状問題を共通認

識していただくということが大切だと思っており

ます。 

  これを言うとちょっと語弊があるんですが、本

来であれば生まれた子どもが小さいうちは保護者

と一緒にいるのがいいということでもありますが、

実際の経済状況等を考え、子どもを預けてでも働

かないと、自分のうちの家計あるいは家族を養っ

ていくために非常に大変な状況であるということ

を鑑みて、こういった保育サービスあるいは待機

児童解消ということで国を挙げてやっていると思

うんですが、預ける保護者にとって、行政側ある

いは申請が来たときに受付の担当の方々が、そう

いった話も含めた親学的な情報をつくり上げて提

供するというようなことを行っているような事実

とかはないでしょうか、お伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） まず、保育園の入

園の受け付けをするときに親学的なものというお

話なんですけれども、特に受け付けのときにはそ

ういった形にはなっていないと思いますが、いろ

んな子育ての相談を受けるときに当然、どういっ

た保育がいいのか、幼稚園がいいのかというご相

談も受ける場合があります。 

  そういったときには、子育てコンシェルジュと

いう者もおりますし、当然職員のほうも、子ども

にとって親にとってどういう教育・保育がいいの

かというお話を伺いながら保育園の申し込み等々

をしていただいております。 

  それから、保育園に入園してからというところ

でございますが、当然その保護者の方々と保育園

と日常、毎日顔を合わせて日常的にかかわってい

る中で、いろいろな困り感とか、子どもとの触れ

合いの時間をとることはとても重要ですというと

ころのお話はさせていただいていると聞いており

ます。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） 私のほうが無知でありな

がらこういうのを聞いてしまうんですが、基本的

にはそういった思いを伝えたいというお話も預か
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る側からの意見としてはあったものですから、預

けていただいて働きに行っていただける保護者の

気持ちを酌みつつ、預けられた子どものことを思

って一生懸命働いているんだよと、そういった考

えを持ちながら、お父さん・お母さんがまたお迎

えに来たときに子どもが一番喜ぶ、そういった形

をそうやって指導していただいている、あるいは

伝えてコミュニケーションをとっていただいてい

るということをお聞きしたので、安心いたしました。 

  その中で、預かっている中で子どもの変化であ

ったり保護者の変化に気づいたとき、そういった

ときには即座に園内等々で連携が図れる体制とか

はつくられているのかどうかをお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 保育園におきまし

ては、当然毎日、子どもの健康状態とか保護者の

方々のちょっと元気がないとか、そういうところ

にも気を配りながら過ごしているということで保

育士のほうからも聞いております。 

  そうした中で、ちょっと子どもさんに異常を感

じたとき、端的に言ってしまえば虐待とかそうい

うところが疑われるようなケースもございます。

そういうときには、速やかに子ども・子育て総合

センターと連携をとりながら、相談を受けながら、

親御さんと接触しながら進めていっております。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） そういった体制がしかれ

ているということで安心いたしました。とにかく

保護者と子どもの変化に気づけるのは保育士であ

り、受付あるいは預かる側の先生が一番わかりや

すい、表情の変化にしてもわかりやすいというこ

とで、そういったところですぐに体制が整えてあ

るということをお聞きし安心いたしました。 

  保護者の面につきましては、私なりの考えでは

ございますが、預ける保護者の思いを酌みながら、

ただ明らかにお互い双者がつながっているという

のは、子どもがいるということの現実を常に保護

者にも考えていただき、言いづらいとは思うんで

すけれども、なるべくお休みの日は子どもと一緒

にいてあげてくれと、そういった話をしていると

いう話もお聞きしましたが、そういったものをし

っかりと築き上げていくことが親と子の信頼関係

を築き上げる一つの大きなことなのかなと思って

おりますので、引き続きそういった取り組みを続

けていただきたいと思います。 

  次に、待機児童対策を行う上で、市の計画を見

ながら、まずハード面ですね、今後の予定につい

て考えていきます。 

  まだ潜在待機児童がいるという話がありました

が、新たな施設をつくるとしたときの市の方向性

はどのように考えているのかお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 新たな施設につい

ての市の方向性というご質問でございますが、入

園待ち児童の年齢的なものとか地域的な分布を当

然勘案した中で、関係します事業者の方々にご協

力をいただいた上で既存の施設等を活用し、入園

待ち児童の解消を図ることが基本的なものかと考

えております。 

  当然、計画の中でもそのような視点で計画に計

上して、先ほどこの計画の期間が終了すれば入園

待ち児童がほぼ解消される見込みだと申し上げた

んですけれども、かといって、この計画が終了し

た段階で全くなくなるとは当然考えておりません。 

  前回の後期計画もやはり完了したときには待機

児童がなくなるはずということで進めてきており

ましたが、先ほど来課題で申し上げたような現状、

待機児童がやはりまだまだ顕在化しているという
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ところもありますので、その辺も含めまして、具

体的にはこの後、病児保育を併設した教育・保育

施設の開設等も事業所の方々と相談しながら、そ

ういうのも含めまして定員の確保、保育の枠の確

保をしていきたいとは考えております。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） 今、部長おっしゃったと

おりで、整備をすればするほど潜在の保育士が掘

り起こされるという事実は今回の改訂版にも書い

てありました。 

  第10回の子ども・子育て会議、那須塩原市版な

んですが、委員からの意見等々にもありました。

ゼロ・１歳児の入園待ち児童が多い現状があるが、

２・３歳児で希望の保育所や幼稚園に入ることが

できなくなることを懸念してゼロ・１歳児から入

園を申し込む保護者がいるのではないか、あるい

は、先ほど言ったとおり、家庭で子どもを育てた

くとも経済的な理由から子どもが小さいうちから

保育所に預けている現状があるように感じると、

こういった報告がなされております。 

  先ほど部長のほうからありましたとおり、新た

な施設を新規で建設するに当たっては、これも改

訂版のほうに書いてありますけれども、民間との

タイアップをして、手を挙げていただいて保育施

設をつくるのが望ましいという行政の判断は理解

しております。市の財政面から見てもそれは適正

であると思っております。 

  この計画が終わったら待機児童が解消されてい

ると部長の答弁がありましたが、実際この計画は

５年間の計画を立てているということで、最悪、

５年間たてば今生まれた子どもが５歳ということ

になります。その現状を鑑みて、真剣に考えてい

ただいている市の姿勢はとてもすばらしいもので

はありますが、この計画の中で実行に移すことで

保育の量の拡大を図ると時間がかかるということ

でございます。そうなると、現在、入園待ちのご

家庭はずっと待機し続けなければならない。 

  でも、待機児童の対策を大きな面から、あとは

小さな面からでも続けていかなければならない市

の現状に対して、この厳しい状況の中で市の独自

の取り組みとして一つ、二つほど案があるんです。 

  例えば、勤め先の会社、企業名言っていいのか

な、企業で働きながら預かるそういった企業的な

保育ではなくて、小規模の企業あるいは小さな会

社であったとしても、そこで事務作業していた方

が妊娠・出産されたときに、出産を無事に終えて

育休をとった後に戻ってこられる間、保育の理解

をしていただける事業所があればそういった事業

所に仮で人を雇っていってもらって、戻ってきた

らまたその後すぐ再雇用できるようなシステムを

図るためにそういった企業に補助を出す制度であ

ったり、あるいは今、市のほうで一生懸命整備し

ておりますゼロ・１・２歳の待機児童が多いとい

う中で考えるために、同じ保育園に通う３歳、４

歳、５歳、こういった幼稚園に通える年齢になっ

た園児たちを、保護者と要相談にはなるんですが、

ゼロ・１・２歳の待機児童が多いがために何とか

協力をしていただけないかと相談をして幼稚園等

に転園していただく。 

  基本的に、保育園と幼稚園を判断する保護者の

感覚としてはやはり値段、そういったところもあ

りますので、幼稚園のほうがどうしてもコストが

かかると感じていらっしゃる方もいます。そうい

ったところに市としてしっかりと補助を出し、負

担増なしで転園していただき、その３・４・５歳

の枠であいた人数をゼロ・１・２歳に充てる、こ

ういった方法もなきにしもあらずだと思っている

んですが、こういった手法等を提案した場合、考

えていただけないかどうかを一つお伺いしたいと

思います。 
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○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 今、議員からご提

案いただいたことも当然含めまして、いろいろな

可能性を探りながら進めていかなくてはならない

と考えております。この計画でこういう形になっ

たからということではなくて、今回、改訂版をつ

くって見直したというのもその一つではございま

す。今までの計画で５年間過ぎていったときに定

員の確保がきちんとできないであろうという見込

みのもとに、今回、改訂版をつくっております。 

  そういったことも含めまして、いろんな可能性

があるかどうかを今後当然考えながら、進めてい

かなくてはならないということでは認識しており

ます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） 決してこの改訂版を否定

しているわけでもありません。一生懸命、市が取

り組んでいながら、待機児童が実際発生してしま

っている現実をどうやったらスピーディーに解消

できるかという中での一案なので、これをやる、

やらないは市にかかっておりますし、私が実行し

ようとしてもできるものではございません。 

  現に、西那須野地区の幼稚園４園に関しまして

は、認定こども園で小規模事業を行う幼稚園、あ

るいは保育園として機能を充実させていただける

園の全てが協力体制が整っているという、今回の

４月からが初めてですね。 

  そういった中で、先ほど一番最初にゼロ・１・

２歳あるいは３・４・５歳の定員の人数をお聞き

いたしました。園のほうで決めて、定数の割り振

りは大丈夫だと、そういった考えがあったときに、

確かに施設の充実に関してはハードルがあるかも

しれませんが、先ほど言ったとおり、民間の事業

者が手を挙げて、じゃ１年かけて、２年かけてつ

くりましょうと言っている間を鑑みると、ちょっ

との補修と、あと幼稚園の先生のやる気あるいは

受け入れで、３・４・５歳の定員であったとして

もゼロ・１・２歳が10人確保できる。そういった

案を考えれば、案を出してみて幼稚園の先生に聞

いてみれば、それもいいねという案がありました。 

  実質、この改訂版に書いてあるとおり保育園の

待機児童はふえているのに、幼稚園の入園児童は

減っているんです。極端な話、でもその場所をか

なえてくれているのは幼稚園なんですね。ですか

ら、同じシステムで教育と保育が今それだけ差が

ない現状でどれだけ今どうしようか悩んでいる保

護者の方を救ってあげられるか、そういった意味

で言っているだけであって、思いつきで言ってい

る感があるかもしれませんが、昔から幼稚園もあ

ふれているんであれば僕も手の打ちようがないと

思ったんですが、そういった話を考えたときに、

ウルトラＣ的な感じにはなると思うんですが、ぜ

ひ当たれればすぐにでも、もちろん保護者の同意

が必要になりますけれども、そういった手法も必

ず入れておけば、あと少しの調整とか、あと少し

の潜在の待機児童が解消できるといったときには

必ず役に立つ。 

  あるいは、先ほど言ったとおり、ハード整備が

整うまではそういった手法でかなえられる可能性

もありますので、研究課題という話でも一旦、ル

ープ再生、ＰＤＣＡを回していただければと、実

行しろと言っているわけではございませんが、数

値にあらわしてみてもらいたいと思いますので、

強く要望というか、取りかかっていただきたいと

思います。何度も言いますが、受け入れをしてい

ただきたい、少しでも足しになる方法としての案

ですので、ぜひよろしくお願いいたします。 

  そういった意味でハードの面も今話してまいり
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ました。実際、新たなハードの施設をつくるとき

に問題になってくるのが新たな保育士の確保です。

保育士の確保自体は先ほども申されたとおりかな

り難しい現状であり、幾ら民営の保育園園長が手

を挙げたとしても保育士が集まらなければ運営は

できないと、そういった現状が、今マスコミでも

騒がれているとおり、かなり厳しい状況になって

いると思っております。 

  今回、衆議院の予算ですね、参議院は通ってい

ないんですけれども、国が新たな補助メニューを

発表いたしております。通るであろうという内容

なんですが、ちょっと内容を言うと多いんですけ

れども、28年度の予算でそういった保育士への待

遇等々も含めて補助金のメニューをつくり上げて

いるところでございますが、こういった補助金の

メニューができ上がったとき、本市においてはそ

ういったものを活用すると思うんですが、国が提

示している保育士の定義については、公立あるい

は民営全てに配属されるものなのかどうかを教え

ていただきたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 保育士の処遇改善

の交付金の部分かと思いますが、詳細についてき

ちんとまだ示されていない現状でお話しすること

になりますけれども、公定価格という、民間の運

営費に反映されるという話を聞いておりますので、

市の保育士には直接は該当しませんけれども、当

然、保育士不足でどこも苦しんでいる現状ですの

で、それで国のほうからそういう保育士の処遇改

善というものがあれば手助けにはなると考えてお

りまして、市のほうで活用できるものがあれば活

用していきたいとは考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） 公立にはなかなか適用が

できないということで、民営のほうでやられてい

る方の補助メニューということで理解させていた

だきました。また、その活用が、使えるようなも

のであれば市で取り上げてそれを使うということ

もお聞きいたしました。 

  仕事の内容であったり、保育士が必要である現

状がこういった感じでマスコミでも取り上げられ

ている中でも、なかなか保育士が見つからないの

は待遇の面の理由もあるのではないかと思ってお

ります。 

  人の命を預かる職業として保育士は絶対に必要

な条件になります。中でも正規職員とともに活躍

される臨時職員の待遇、並びにそういった民営で

働く園への補助についての見解をお伺いしたいと

思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 民営で働く保育士

の補助等々につきましては、先ほどお答えしたと

おり、国の交付金とかいろいろ活用して処遇改善

に結びつけていきたいと考えております。 

  市の臨時職員の処遇改善ということになります

と、それは市で規定しております単価というもの

がございまして、当然のことながら、本市の臨時

の保育士の募集をかけてもなかなか集めるのが難

しいという現状の中で、単価の引き上げについて

は総務のほうにも協力をお願いして、単価の引き

上げ等々の要望は行っているところでございます。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） 決していいとは言えない、

そういった保育士の待遇ですね。公立保育園では

多くの臨時保育士で支えられているのが現状であ

ると、また民営の保育園も同様にこのまち全体の

保育を守るために頑張っているわけです。保育士
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不足と言われている今、臨時保育士あるいは民営

で働く保育士の待遇面をよりよくすることが求め

られているのではないでしょうか。 

  自治体は、臨時保育士の給料、待遇あるいは同

様に民営の補助について同じ仕事内容で保育に従

事しているということをしっかりと認識し、見直

すべきだと考える中で、先ほど部長から総務のほ

うにそういった要望、要求を行っているとご答弁

をいただきました。この部分の改善を考えること

はできないのかお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 保育士、臨時保育士の賃

金というふうなことかと思いますけれども、先ほ

ど子ども未来部長からありましたように、子ども

未来部のほうと協議をいたしまして賃金の適正化

を図っているわけでございますが、そんな中でも、

必要に応じてもちろん見直しをしているところで

ございますけれども、その要因となりますのは、

やはり最低賃金であるとか、あるいは近隣市町の

賃金状況がどうなっているのか、あるいは私たち

正職員の特に初任給というようなことになります

が、そういった動向がどうなっているのか、そこ

ら辺を加味しながら必要に応じて見直しをしてい

るところでございます。 

  実際平成26年度、日額単価でいきますと、これ

は常勤の臨時職員というようなことになりますけ

れども、7,200円だったところを平成27年度には

7,600円というふうに改定をしてございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） 常勤、これは保育士です

か、ありがとうございます。 

  改定を見直しているということで、そういった

状況を鑑みて検討していただいているということ

なんですが、実際の給料、お金だけの問題ではな

いとしても、そういった待遇の面あるいは賃金の

面で上がったから保育士が集まるという確証はな

いんですが、今現在働いている人たちの離職の防

止、あるいはなり手不足が解消されることが今後

予測できることもありますし、国からも今見直し

で話題になっている状況でございますから、ぜひ、

どのぐらいが最適なのか。 

  先ほど部長のほうで近隣という話がありました

けれども、確かに保育士のとり合いの話もお伺い

いたしました。ただ、人数の割合を考えてくださ

い。自分たちの市でどれだけのものをどれだけ安

全に守るのかといったときの最低なもの、先ほど

言ったとおり人の命を預かる、そういったもので

ございますから、ぜひ、確かにフラットに考える

ことが一番いいのかもしれませんが、耳の痛い話

だと思うんですが、待遇の改善に関して、毎年度

というか期を短くもんでいただければと思います

ので、よろしくお願いいたします。 

  最後に、本市の保育園のあり方についての展望

をお伺いしたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 保育園のあり方の

展望というところでございますが、保育所は、保

育所保育指針におきまして保育所の役割として、

「入所する子どもの最善の利益を考慮し、その福

祉を積極的に増進することに最もふさわしい生活

の場でなければならない。」というふうに示され

ているところでございます。 

  市政運営の基本理念として市長が述べさせてい

ただいておるところですが、まず人が基本である

と考えております。ですので、保育園にとっては

子どもが優先で、保育園で過ごす中で日々楽しい

とその子どもが感じられることがまず第一であろ
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うと考えております。子どもが楽しいと感じれば

当然親も楽しいと感じることができる、ひいては

子育ては楽しいものなんだと親御さんが感じてい

ただけることが一番ではないかと思っております。 

  子育ては大変なんだよ、いろいろなサポートが

ないとどうにもならないんだよという、そちらの

ほうがイメージとして先行しているかなと思いま

す。やはり大変なところもありますけれども、議

員も実感として感じられているように、子どもに

救われて自分が育っていくという部分が非常に大

きなところです。 

  子どもを育てる・育てない、産む・産まないと

いうのは個人的な自由というところもありますの

で、そこの部分にまでは言及できませんけれども、

少なくとも一人の人間として親は完璧ではないと

いう、当然、保育園や学校や地域に支えてもらい

ながら子育てが楽しいと親が感じられる、そのた

めにはまず子どもが日々楽しいと思って保育園に

通えるという環境を保育士とともにつくっていけ

たらなというところが、今現在、本市の保育の展

望といいますか、方針として考えられるところで

はないかと感じております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） ご答弁いただきました。

まさに子育てをしてきた話と、私も今、子育て世

代でございます。そういった方々をこれから迎え

るのに当たって、保育の楽しさであったり子育て

の楽しさというものが十分伝わってまいりました。 

  先ほど申した待遇面での改善が図られないまま、

待遇の改善はしているとおっしゃいましたけれど

も、質の向上を目指すことは、正直、難しい状況

になってきているのではないかと思います。まず、

園児を預かる上でその預かる方々が不安を抱えず

に保育することが必要でございまして、きのうも

答弁にありましたが、俗に言う安かろう悪かろう

ではなく、安くてよりよいパフォーマンスを期待

する時代ではもうなくなってきていると考えてお

ります。 

  また、保育の質に関しても、正職員との仕事の

差は歴然ではなく、ただでさえ人不足に陥らんと

する保育の現場では、本来の子育て支援からは到

底かけ離れた悪いうわさが先行しがちです。今、

保育士の方々は、子どもを健全に保育する、その

思いが一番にあるからこそ、毎日子どもたちを保

育し、預ける保護者の負担を軽減させ、働いてい

ただくためのバックアップをしてくれているわけ

です。 

  この問題には、今からでも早目、早目の手を打

つことが、常態緩和に向かうことができる一つの

方法だと思っております。保育の現場を守ってく

れている任せられる保育士の現状を理解し、手を

打っていくのには、所管である子ども未来部と他

部署を巻き込んださらなる行動が必要であると考

えております。そして、課題解決をしていくこと

が行政の使命であり、そこでかなう行政サービス

を受けられた市民の方々が本市に住んでよかった

と思うことが定住につながっていくと考えており

ます。 

  子どもそのものの子育てをお願いしているとい

う概念を忘れることなく、単なる預ける、預かる

のではなく、その保育園での信頼関係を築き上げ

るからこそ、その園が持つ本当の保育の質の向上

につながっていくのではないかと思っております。 

  人を支えるのは人であり、心に余裕がなければ

到底、人の面倒を見ることなんてあり得ません。

その心の余裕をつくるためにも、行政のさらなる

バックアップがまさに今必要になっているのでは

ないでしょうか。 

  働く家庭を支援するためにと定義はございます
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が、この保育のニーズは、間接的な解釈にはなり

ますが、子どもからの立場で言わせていただけれ

ば、この世に生をうけて初めて受けられる行政サ

ービスだと私は思っております。どの分野におい

ても同じような問題はあるかもしれませんが、で

きる、できないではなく、やっていかなければ、

課題解決のためにまず動き出す、そういった本市

の取り組みに大いに期待を申し上げまして、この

項の質問を終了させていただきます。 

  続きまして、２、市営住宅指定管理業務につい

て。 

  本市は、民間でも十分なサービス提供能力が認

められる主体が増加していること、多様化する住

民ニーズに対応するため民間事業者の有するノウ

ハウを活用することが有効な場合があることから、

現在、多くの施設で指定管理者制度を活用してお

ります。 

  このたびの市営住宅の管理業務についても、民

間の能力を活用し住民サービスの向上と経費の削

減を図るため、平成27年４月に改正条例を施行し、

指定管理による業務を予定していることから、以

下の点についてお伺いいたします。 

  ⑴指定管理者の選定に関する現状をお伺いいた

します。 

  ⑵市営住宅管理運営業務を指定管理者にするメ

リット並びにデメリットについて改めてお伺いい

たします。 

  ⑶この管理業務において行政と指定管理者がそ

れぞれ果たすべき役割と責任についてお伺いいた

します。 

  ⑷指定管理者との情報の共有化についてお伺い

いたします。 

  ⑸市営住宅を利用されている市民への周知につ

いてお伺いいたします。 

  ⑹市営住宅管理運営業務については５年間の委

託期間となりますが、指定管理者の評価について

お伺いいたします。 

  以上、１回目の質問とさせていただきます。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） ２の市営住宅指定管理業務に

ついて順次お答えをしてまいります。 

  初めに、⑴の指定管理者の選定に関する現状に

ついてですが、平成27年４月に市営住宅条例を改

正し、指定管理者による市営住宅管理を可能とし

たところでございます。これを受け、平成27年６

月19日から７月21日にかけて指定管理者の募集を

行いましたが、応募者がなかったため、対象の範

囲を市内から県内に拡大し、７月30日から８月20

日までの期間で再度募集を行いました。 

  しかしながら、再募集においても応募者がなか

ったことから業務内容を精査し、平成28年度に再

度公募し、平成29年度から指定管理者による管理

運営を目指しているところでございます。 

  次に、⑵の市営住宅管理運営業務を指定管理者

にするメリット並びにデメリットについてと⑶の

管理業務における行政と指定管理者がそれぞれ果

たすべき役割と責任については、関連があります

のであわせてお答えをいたします。 

  まず、市営住宅管理業務は大きく３つの業務に

分けられ、１つ目は、入居や退去等に関する諸手

続や家賃等の請求徴収事務等の入居者に関する業

務、２つ目は、施設の小規模な修繕や保守管理等

の施設管理に関する業務、３つ目は、総合的な管

理に関する業務で、主に市営住宅の施策に関する

事務や公営住宅法等に基づく諸事務であります。 

  このうち、１つ目の入居者に関する業務と２つ

目の施設管理に関する業務を指定管理者業務の範

囲と考えております。この部分において、民間の
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ノウハウを活用した入居者へのサービスの向上や

効率的な施設運営により経費節減が図られること

が指定管理者制度導入のメリットであり、デメリ

ットにつきましては特にないものと考えておりま

す。 

  指定管理者による管理運営となりましても、サ

ービスを低下させることなく、効率化を図ること

を共通の目標として、それぞれが責任を持って業

務に当たることが必要であると考えております。 

  次に、⑷の指定管理者との情報の共有化につい

てですが、業務上必要な情報については、業務シ

ステムをネットワーク化し指定管理者の事務所に

導入するほか、円滑な情報の共有が行えるよう、

月１回の定期報告を受けるとともに意見交換など

を行ってまいりたいと考えております。 

  次に、⑸の市営住宅を利用されている市民への

周知についてですが、指定管理者が決定した後に

は速やかに、入居者の生活に支障が生じないよう

十分な周知を行いたいと考えております。 

  最後に、⑹の市営住宅管理運営業務についての

評価につきましては、那須塩原市指定管理者制度

運用マニュアルの規定に基づき指定管理者に対す

る年２回のモニタリングを行い、管理運営状況を

向上させることを目的に評価したいと考えており

ます。 

  答弁といたします。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員に申

し上げます。残り時間が少なくなっておりますの

で、配分に注意をしながら質問をお願いしたいと

思っております。 

  ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） 多少早口になりますが、

ご理解いただきたいと思います。 

  それでは、この運営業務仕様書等々にしっかり

と載っておりまして、細かに聞くというよりは、

一部気になったところを何点か質問させていただ

きたいと思います。 

  市長のほうから答弁をいただきました。 

  ⑴につきましては理解をいたしたところでござ

います。公募がなかったということで、さらなる

見直しを図るという観点では、よりよい指定管理

につながっていくということで理解しております

ので、こちらは了解いたしました。 

  ⑵、⑶についてです。 

  こちらは、ホームページにその責務の表が掲載

されておりました。これダウンロードしたものな

んですが、１つ目が、入居や退去等に関する諸手

続や家賃等の請求徴収業務事務等の入居者に関す

る業務。２つ目は、施設の小規模の修繕や保守管

理等施設管理に関する業務、まさにメリットがた

くさんあるということでデメリットはありません

という答弁でございましたが、デメリットがある

なら指定管理者制度にするわけがないと解釈をい

たしたところでございます。 

  その中でも、一つ、考えられることを私の中で

思ったので、こちらは質問させていただきます。 

  修繕費の関係です。指定管理ということは、１

年間の年額が決まるわけです。そういった中で、

管理者と住んでいる住民との話し合いで修繕が必

要になった場合に、例えば専門業者に頼んでみた

り、あるいはちょっとした修理であれば自分たち

でできるものであるということになります。値段

が決まっている中での運営を考えれば、支出に関

してはなるべく切り詰めていくのが普通の商売人、

あるいはそういった考えになると思うんですが、

そういった材料調達については、何か規定を定め

たり定義を定めてあげたりしているものであるの

かどうかお伺いしたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 
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○建設部長（君島 勝） 特に細かい定めはござい

ませんが、市のほうで修繕を行う場合にはある程

度の品質が必要だということから、それらと同等

のものを使って修繕等を行ってもらえるようにと

いうことで、その辺については、指定管理を受け

た業者さんと密に打ち合わせをしながらやってい

ただけるようにお願いしたいというふうには考え

ております。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） その辺が直接見えないと

ころであるということなので、ぜひ注意していた

だきたいと思います。 

  あと一つ、行政側からもし移管するときの話な

んですが、修繕部分をたくさん残しながらの引き

継ぎは指定管理者にもダメージを与えると思いま

すので、逆の立場から考えた場合にはそこら辺を

注意していただきたいと思います。 

  ⑷です。指定管理者との情報の共有化について

ですが、こちらもさまざまな共有化について取り

決めを行い、情報交換を行うという話が答弁でご

ざいました。 

  要は、ここで聞きたいのは情報の漏えい対策で

す。ＰＣを使いながら、あるいは住まわれる住民

の人とお話しをするその情報の漏えい対策につい

ては、どのような取り決めがあるのかお伺いした

いと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） こちらの情報漏えいの関

係につきましては、募集要項あるいは仕様書の中

にも書いてございますが、今回この指定管理をす

る上では、指定管理者の事務所と本庁を結びます

ネットワークの接続によりまして、今現在、住宅

管理システムというものを使っておりますが、こ

れらをＮＴＴの回線を使いましてこれらで結ばれ

て使っていただくものでありまして、個人情報等

の扱いにつきましては十分にそういった漏えいが

ないようにお願いをするものでありますが、この

サービスは今現在も多くの企業や自治体でも導入

されておりまして、セキュリティーの高いサービ

スになっておりますので、こちらについては特に

心配はないのかなというふうには考えております

が、その辺、十分に注意を払いながら進めていけ

るようにお願いをしたいというふうには考えてお

ります。 

  以上であります。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） ただいま部長から答弁い

ただきました。 

  まさにＰＣ危機管理というものは機械対機械な

ので、そういった漏えい対策はできるんですが、

最終的には人間の口というところもありますので、

徹底したそういった指導をお願いしたいと思いま

す。 

  続きまして⑸です。市民への周知について、支

障を来さない程度という答弁がありました。どう

いった手法で周知を行うのか、この１点をお聞か

せください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） 今の周知につきましては、

具体的にこういったことでというふうなところま

では決めておりませんが、とりあえず、まずは通

知等によりまして全戸に指定管理になりますよと

いうような通知をさせていただくことは当然考え

ておりますが、その後につきまして、指定管理者

のほうと十分協議をしまして、場合によったら、

説明会等をどういう形かでやれないかというよう

なこともちょっと考えていきたいなというふうに

は考えております。 
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  以上であります。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） 大体そういった周知の方

法はわかるんですけれども、指定管理業者が運営

を始めますと、直接対面していた市の職員さんに

かわりまして請け負った業者さんがいきなり、こ

んにちはと行くわけですよね。お手紙を出したと

ころでも読まなければ意味がないので、もしこの

制度を有効活用し受けた指定管理者さんのほうに

も迷惑をかけないためには、ちょっと大変ですけ

れども、今まで行っていた市の職員が直接お手紙

を渡してあげたほうが安心につながりますので、

その辺も酌んでいただければと思います。 

  続きまして、最後です。 

  ５年間の委託契約の評価についてですが、指定

管理者に対する年２回のモニタリングを行うとい

うことですが、このモニタリング以外での評価に

ついては何かあるのかをお伺いしたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（君島 勝） ただいまの評価でござい

ますが、これは仕様書等にも書いてございます。

モニタリングが基本になりますが、あとは、入居

者等から市のほうにいただきます例えば苦情なり

評判とか、そういったものも十分に評価をしなが

ら進めていければというふうに考えております。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） 今の２個目のほうを言っ

ていただければ私は問題ないと思っております、

直接の意見ですからね。 

  この指定管理者制度により、今まで居住者と身

近だった距離がワンクッション入ることによって

広がってしまいます。業者を選定し運営を任せっ

きりにしないように、常に配慮が必要だと思って

おります。今まで市の担当者なら伝えられたこと

が、担当者がかわったことで声が上がらなくなる

ようなことなど、そういったものはないと思いま

すがそういった相談もできるような体制を考えて

いかなければならないと思っております。 

  指定管理者制度とは、公の施設の管理に関し、

民間能力を活用しつつ住民サービスの向上と行政

コストの縮減、さらには雇用の創出による地域の

振興及び活性化などを図る目的で導入されたもの

であると言われております。 

  ここで重要なことは、先ほども申したとおり、

行政がこうした公の施設の管理運営を指定管理者

に丸投げする制度ではなく、あくまで行政は施設

の設置者としての責任を負っていることを忘れて

はならないものだと思っております。 

  この制度により、行政と指定管理者がそれぞれ

果たすべき役割と責任を負っていく中で、指定管

理者のノウハウにより行政ではなし得ないサービ

スがたくさん行われることを期待するものです。

他の自治体では、そこに住まわれる住民の見守り

についても管理業務の仕様書に入れているところ

もあるとお聞きいたしました。 

  答弁であったとおり、指定管理者による管理運

営となりましても、サービスを低下させることな

く、効率化を図ることを共通の目標として、それ

ぞれが責任を持って業務に当たることが必要であ

るとうたわれていたように、市営住宅に住まわれ

る市民の方々にさらなるサービスが行われ、行政、

住民、そして管理者と全てにとってメリットとな

る制度となることを願い、この項の質問を終了さ

せていただきます。 

  続きまして、３、小規模企業振興基本法に伴う

本市の対応について。 

  平成26年６月に小規模企業振興基本法が施行さ

れ、基本計画が策定されて１年半が経過いたしま
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した。 

  本市においても、基本計画にのっとり、地域で

活躍する中小企業並びに小規模企業者への支援や

育成に取り組まれていると思います。 

  昨年の12月に、栃木県は、国の基本法施行を受

け、中小企業の果たす役割とその重要性を認識し、

中小企業の成長発展と小規模企業の事業の持続的

な発展に取り組む必要があるとして、栃木県中小

企業・小規模企業の振興に関する条例を制定いた

しました。 

  国の法律を受け真摯に対応し、条例化した県の

対応を鑑み、本市においても本市ならではの条例

を策定することで、この地域の活力であり、支え

てくれている中小企業並びに小規模企業者に対す

る支援の確立がより明確化されると考えることか

ら、本市においても条例を制定すべきと考えます

が、市の考えをお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） それでは、３の小規

模企業振興基本法に伴う本市の対応についてお答

え申し上げます。 

  小規模企業振興基本法の制定によりまして、小

規模企業の振興に関する施策を総合的かつ計画的

に推進していく体系、体制の整備がなされました。 

  県においても、中小企業・小規模企業者の振興

を県を挙げて推進していくためのよりどころとい

たしまして、昨年12月に、栃木県中小企業・小規

模企業の振興に関する条例を制定し、県の責務や

市町との連携・協力のほか、中小企業や関係団体、

金融機関等の役割を明確化したところでございま

す。 

  本市では、金融支援策や創業支援策、商工会や

金融機関との連携など、国の定める小規模企業振

興基本計画に基づく施策を実施しているところで

あり、市の条例制定につきましては、連携する関

係機関等とも調整し検討してまいりたいと考えて

おります。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） ただいまご答弁いただき

ました。 

  今の答弁の中で、本市では、金融支援策や創業

支援策、商工会や金融機関との連携など、国の定

める小規模企業振興基本計画に基づく施策を実施

しているところであるとありましたが、現在の取

り組みについてお伺いいたします。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） 現在の取り組みにつ

いてのご質問でございます。 

  まず、金融対策についてでございますが、こち

らにつきましては、総額44億円の枠の中で、６種

類の事業資金といったところで市単独の制度融資

を行っていると、また、この融資を借りた場合に

その保証料については市のほうで支援するといっ

たような取り組みを行っております。 

  また、創業支援についてでございますが、こち

らにつきましては、商工会が実施いたします創業

支援塾や、あとはチャレンジショップに対する支

援を行っているところでございます。 

  さらに、商工会あるいは金融機関との連携施策

についてでございますが、こちらにつきましては、

那須塩原市中小企業融資振興会といったものを設

置いたしまして、市単独制度融資の利率の協議で

あったりだとか、それ以外、金融に関する、経済

に関する情報交換などを行っているところでござ

います。 

  また、商工会は、専門的見地から小規模企業に

対して経営指導等を行うと、それも企業に寄り添
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って行っていくというような役割を有していると

いうところからしますと、商工会への運営費の補

助といったことも支援策の一つではないかなとい

うふうに思っているところでございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） ご答弁いただきました。 

  市のあらゆる支援の体制が進んでいることがう

かがえました。市としてのスタンスを明確にし、

商工会あるいは金融機関、それにかかわる団体と

の連携によりこの中小企業・小規模企業者の活性

化に寄与していることが理解できました。 

  これまでの中小企業基本法は、中小企業の成

長・発展を一つとくくっておりました。しかし、

中小企業の９割を占める小規模事業者、すなわち

個人事業者を初めとする従業員５人以下の事業者

を小規模とし、その事業の持続的発展、また維持

を正面から支援することを目的とし、本市に現在

ある事業者そのものが大切な地域経済の担い手で

あり、財産であるということを明確にするために

この基本法があるように、確かなしっかりとした

本市の取り組みがこのまちで働いている企業の

方々の末端まで伝わることが必要であると感じて

おります。 

  そこで、再度、条例の制定についてお伺いした

いと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田輝夫） 条例の制定について

ということでございますが、まずは条例を制定す

る前段においていかに実効性のある取り組みとい

ったものを、小規模事業者はもちろんのこと、市、

県、商工会が連携して進めていくといったことが

何よりも重要なのかなというふうに思っておりま

す。 

  関係者間のさらなる連携強化によりまして実効

性のある取り組みといったものを積み重ねていく

といった中で、小規模事業者であったりだとか商

工会の皆さん方の意識の醸成が図られた段階で、

さらなる飛躍のよりどころとしての条例制定につ

いて、その具体的なタイムスケジュールも含めて、

そういうものについて検討していくのが筋なのか

なというふうに思っているところでございます。 

  議員も先ほどおっしゃられましたが、言うまで

もなく、小規模事業者というものは、地域の経済

や雇用といったものを支えるとともに、地域住民

の生活の維持・向上に欠かすことができない極め

て重要な存在であり、パートナーであるというふ

うに思っております。小規模事業者の皆さんが元

気になることが本市経済の元気アップといったも

のに通ずるものだというふうに確信しております

ので、今後につきましても、従前にも増して、ま

ずは具体的な支援強化といったものを進めてまい

りたいというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） ４番、齊藤誠之議員。 

○４番（齊藤誠之議員） ご答弁いただきました。 

  検討するために実効性のある取り組みを重ねて、

小規模事業者や商工会等の意識の醸成が図られた

段階で検討していくと力強いご答弁をいただきま

した。ぜひ関連する団体との連携で話し合ってい

ただきまして、国が整備した基本法、県が整備し

た条例を本市も整備していただけることを期待い

たします。 

  本市が条例制定をすることで初めて一本化した

体制ができ上がります。その本市の取り組む姿勢

が、地域の原動力となる中小企業・小規模企業者

にさらなるやる気と希望をもたらすことができる

と考えております。ぜひ本市で活躍する企業に有

益になるような条例制定に向けた取り組みがなさ
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れることを願いまして、この項の質問を終了いた

します。 

  これで私の市政一般質問を終了いたします。あ

りがとうございました。 

○議長（中村芳隆議員） 以上で、４番、齊藤誠之

議員の市政一般質問は終了いたしました。 

  ここで10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 ３時０６分 

 

再開 午後 ３時１５分 

 

○議長（中村芳隆議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 髙 久 好 一 議員 

○議長（中村芳隆議員） 次に、11番、髙久好一議

員。 

○１１番（髙久好一議員） 皆さん、こんにちは。 

  11番、日本共産党の髙久好一です。 

  一般質問を始めます。 

  １、新市長の政治姿勢についてです。 

  市長は、昨年12月、市民の厳正な選挙によって

選出されました。掲げられた公約の実現について

考えを求めるものです。 

  ⑴です。新庁舎の建設延期は、どのような計画

のもとに実施するのか詳細を聞かせてほしいと思

います。 

  ⑵です。高齢者外出支援タクシー券の復活に当

たり、予算の積算と市民への周知について考えを

求めます。 

  ⑶です。学ぶ環境を改善するため、待たれてい

た小中学校の普通教室のエアコン設置はどのよう

に進めるのですか。 

  ⑷です。東京電力福島第一原発の事故から５年、

放射能から市民を守るため、放射線量が高い地域

の除染と希望する子ども全員の甲状腺エコー検査

の実施をすべきと思いますが、市の考えを求めま

す。 

  ⑸です。市民優先のまちづくりの実現のため、

市民の声をどのような方法で把握するか聞かせて

ほしいと思います。 

  以上、５点について答弁を求めます。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 私の政治姿勢について順次お

答えを申し上げます。 

  初めに、⑴の新庁舎の建設延期のご質問につい

てですが、建設延期につきましては、さきの会派

代表質問で、公明クラブ、吉成伸一議員、志絆の

会、眞壁俊郎議員にお答えをしたとおりでござい

ます。 

  次に、⑵の高齢者外出支援タクシー券を復活す

るに当たり、予算の積算と市民への周知について

の考えについてお答えをいたします。 

  この事業につきましては、２月29日の会派代表

質問で、公明クラブ、吉成伸一議員、志絆の会、

眞壁俊郎議員にお答えをしたとおりでありますが、

平成28年度予算においては、事業開始に向けた各

種の準備事務等を考慮し、８月に利用券交付、９

月利用開始とし、７カ月分の助成額等を計上いた

しました。 

  市民への周知につきましては、市の広報誌及び

ホームページへの掲載を予定しております。また、

民生委員、ケアマネジャー、地域包括支援センタ

ーへ事業の説明をし、高齢者からの相談等の協力

を依頼したいと考えております。 
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  次に、⑶の小中学校普通教室へのエアコン設置

についてお答えをいたします。 

  ３月２日の市政一般質問で相馬剛議員にお答え

をしましたとおり、平成28年度から調査設計を開

始し順次工事を進めてまいりたいと考えておりま

すが、工事の実施時期などの詳細につきましては

今後の調査設計の中で検討してまいりたいと考え

ております。 

  次に、⑷の放射線量が高い地域の除染と希望す

る子ども全員の甲状腺エコー検査の実施の考え方

についてお答えをいたします。 

  初めに、放射線量が高い地域の除染についてで

すが、２月29日の会派代表質問で山本はるひ議員

にお答えをしたとおりであります。 

  次に、希望する子ども全員の甲状腺エコー検査

の実施ですが、那須塩原市における甲状腺検査に

ついては、平成25年７月12日開催の放射能対策本

部会議において、現時点では甲状腺検査は実施し

ないが、検査を希望する市民に対しては受け入れ

可能な検査機関の情報について提供していくこと

とする。なお、今後においても、有識者の意見を

聴取しながら新たな情報収集と評価による調査研

究を進めるものとする旨の決定をしたところでご

ざいます。 

  現時点においては、新たな知見が示されておら

ず、また放射能対策アドバイザーの鈴木元先生か

らも状況は変わっていないとの意見をいただいて

いることから、引き続き現時点では甲状腺検査は

実施しないとするものでありますが、今後の実施

につきましては、国・県の動向や新たな知見によ

り検討をしてまいりたいと思っております。 

  最後に、⑸の市民の声の把握方法についてお答

えをいたします。 

  私の目指す市民優先のまちづくりのためには、

市民の声の把握は非常に重要であります。 

  本市においては、これまで広聴事業として、市

ホームページから意見を寄せていただく市への提

言のほか、市民の皆様との直接的な対話による市

政懇談会、各種計画等の策定前にその内容を公開

して意見を求めるパブリックコメントなどを行っ

ておりますが、これらについては引き続き継続し

て実施をし、新たな取り組みにつきましては今後

の中で検討してまいりたいと思います。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） 答弁がありました。 

  ⑴の新庁舎については、会派代表で答えたとお

りというお話でございます。既に答弁が出ていま

すが、おさらいするつもりで要約してお話しして

いきたいと思います。 

  東京オリンピックなどの建設時期が競合するた

め、建設資材、人件費などの高騰による建設費の

増大を避け、合併特例債の使用期限も延びること

になったので、新庁舎建設を延期するという重い

決断をした。このまま建設すれば計画より30％程

度の建設費が膨らむとして100億円を見込んだ。

今後は土地所有者から意見を聞きたいと思ってい

る。建設再開については、何年先とは言えないが、

合併度のときの約束でもあるので精査をして進め

ていきたい、こう答弁されています。 

  議会の中で、新庁舎建設の延期を主張してきた

のは日本共産党だけでした。延期を求めた理由は、

新庁舎の建設のための審議会、市民代表は旧１市

２町から１人ずつの３人と、新庁舎建設に賛成す

る2,000人の新庁舎の建設に何が必要かというア

ンケートだけでした。新庁舎建設というときに、

大きな市の予算を費やす事業に市民との協働を掲

げながら、全市民を対象にしたアンケートは行わ

なくても大勢は把握できるとして進められてきま

した。オリンピックや災害復興工事、新庁舎の建
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設ラッシュで建設資材や人件費の高騰時期に建設

し、市民から預かった大切な税金の無駄遣いは許

されないと、こういう立場から、日本共産党、私

は建設の延期を求めてきました。 

  そこで伺います。新庁舎の建設は、今後、市民

優先のまちづくりや市民と丁寧に話し合って進め

ていきたいと答えられましたが、市民参加の話し

合いの場が設けられるという受けとめでよいので

しょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 会派代表時の質問にお答えを

したとおりでございますが、私は、その中で、市

民の皆様と新しい庁舎をつくり上げていきたいと

いうふうに申し上げたものでございます。市民の

ご意見を今までもやはりきちっと聞いてきたとい

う経過はございますけれども、今後も、そういっ

た形で多くの市民の皆様方からの意見をいただき

ながら、計画の策定、そういったものに当たって

いきたいというふうに考えます。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） ぜひ市民の声を丁寧に

受けとめていただいて進めていっていただきたい

と思います。 

  ⑵の高齢者外出支援タクシー券についてに移り

ます。 

  予算の積算と市民への周知について考えを聞き

ました。多くの高齢者からの要望を受け復活を決

めたと。基本的に従前と同じ、70歳以上の高齢者

で交通手段のない方にタクシーの初乗り料金を助

成し、外出を支援するもの、平成24年の利用の実

績から算出し、事業者と契約タクシー券などの発

行のために９月から実施するとして、１年間のう

ちの７カ月分を計上した。周知は広報やホームペ

ージ、あわせて民生委員などを使って周知してい

くという答えが出ています。 

  高齢者外出支援タクシー券は、廃止の計画が出

たときから日本共産党はタクシー券の存続を求め

署名と陳情書を提出し、継続審議を経て、敬老会

を前にした市民の声の高まりの中、議会はその陳

情書を賛成多数で採択しました。前市長には、市

民の声、議会が採択した陳情書の重さを受けとめ、

直ちにタクシー券の復活をするよう求め要請書を

提出しましたが、答えはありませんでした。 

  こうした活動の中でわかったことがあります。

市民に資格があっても、どういう人がどうしたら

タクシー券が受給できるのか知らない人がかなり

多いことです。 

  そこで伺います。 

  広報、ホームページのほかに、民生委員など高

齢福祉課の窓口で申請すれば受け取れることを丁

寧に説明する、そういうチラシをつくる考えはあ

りますか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） 高齢者外出支援タ

クシーの助成が基本的に復活といいますか、新年

度新たに始まるようにお願いをしているところで

ございます。 

  詳細はまだ完全に全てを詰め切っているわけで

はございませんので、広報等は、周知活動はこれ

からでございます。その中でどういう方法がいい

のか、民生委員さんとか地域包括のところにも意

見を聞きながら、より効率的な、皆さんに周知が

わたるような方法というのを考えていかなければ

ならないのかなというふうに思うところでござい

ます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） せっかく復活します多
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くの市民の方が求めていたタクシー券です。資格

のある方が漏れなく、高齢福祉課に来れば、申請

すれば受け取れるというようなところまでぜひ周

知をお願いしたいと思います。 

  ⑶に入ります。小中学生のエアコンの設置につ

いてです。 

  答弁がありました。市は、扇風機やミストシャ

ワーなどで暑さ対策を行ってきましたが、子ども

たちが安全で快適な教室で学べるようエアコンを

設置します。600万の予算を計上し、小学校から

設置に向け調査をします。31校、400教室、予算

は概算で８億円を超えるとの答弁が既に出ていま

す。 

  私たちが学校の普通教室にエアコンの設置を求

めたときは残念ながら扇風機になってしまいまし

たが、子どもたちの学ぶ環境が改善されることに

大いに期待したいと思います。 

  そこで伺います。 

  先ほども少し出ましたが、機種、設置場所等を

検討して早期に発注するとの答弁が出ています。

いつから使えるのか、予定した小中学校の普通教

室に設置が完了する時期についても改めてお尋ね

します。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（伴内照和） 最終的にいつの段階で全

て設置が終わるかということでございますが、こ

れから詳細な設計調査に入りますので、今の段階

でいついつということは申せないというのが現状

でございますが、やはりできるだけ早い時期に実

施をしていきたいと思っております。 

  今後、調査をしていきたいということでよろし

くお願いします。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） 調査ができ次第、でき

るだけ早くという答えです。了解しました。 

  ⑷に入っていきます。放射能の問題です。 

  放射能から市民を守るため、放射線量が高い地

域の除染と希望する子どもへの甲状腺のエコー検

査を実施すべきと市の考えを求めたものです。 

  市の行った除染については一定の効果を上げて

きたと評価しているとの答弁が出ていますが、２

月27日に報道された環境省のまとめでは、那須塩

原市は除染を継続としています。もう少し詳しく

その継続の理由を聞かせていただきたいと思いま

す。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 住宅の除染につきまして

は、平成24年度から開始をいたしまして、３カ年、

26年度でひとまず目安がついたというふうなこと

でありまして、平成27年度、今年度からは事業所

の除染に取り組んでいるところでございます。 

  そんな中でも、住宅のほうにつきましては、申

し込みについて忘れてしまった、あるいは新たに

こちらに住宅を求めてというふうな方もいらっし

ゃいます。そんな方たちがやはり除染をご希望に

なっているというふうなことで、それについては

追加して除染のほうをしているというふうな状況

でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） 新聞報道でもその辺が

割と軽く書いてありましたので、改めて伺いまし

た。 

  先に進みます。 

  先ほどエコー検査については、本市の放射能ア

ドバイザーである鈴木元先生からエコー検査をす

るための新たな知見は見つかっていないというよ

うな答弁がありました。 

  そうした中で、関谷地区や放射能の高い地区が
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依然としてあります。国は、一度行ったところは

二度の除染はしないという方針です。しかし、関

谷小学校周辺はいまだに0.23µ㏜を超えるという

線量の高い場所があって、市民から不安の声が上

がっています。 

  周りの未実施場所を除染して放射線量の低減化

を図るという考えはありますか、聞かせてくださ

い。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（和久 強） 確かに、まだ線量が高い

地域、除染をやってもというようなところがござ

います。これにつきましては、一番初めに、24年

度に実施しましたハロープラザ地区、関谷のほう

になるわけですけれども、そういったところにつ

きましては、やはり除染の要望、申し込み、そう

いったものの率が余り芳しくなかったというふう

なところも実際あるところでございます。 

  でありますので、今後の取り組みの一つとして

そういったところに追加の除染についてどうなの

か、例えば通知を出すとかそういった取り組みも

必要ではないかというふうなことで今後検討して

いきたいというふうには考えております。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） ここの地域は那須塩原

市の温泉への入り口と、市民が安心して暮らせる

というのがやっぱり自治体の責任だと思います。

こういった場所を一刻も早く放射能を低減して安

心して市民が暮らせると、不安の声が上がらない

という、そういう状況にしていただきたいと思い

ます。国・県の方向を見ながら検討していくとい

う答えも市長のほうから出されています。 

  先に進みたいと思います。 

  エコー検査は必要があれば精査をしたいという

市長の答弁に出てくるエコー検査の必要性を主張

する大学の教授と、検査をする必要はないとする

市のアドバイザーの大学の教授がいます。両者と

も共通していることは、今後も調査を続けるべき

という点では一致しています。 

  そこで伺います。 

  市民は検査の必要性を求め続けています。市長

の言う必要性があれば精査をしたいという答弁を

もう少し詳しく聞かせてください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 甲状腺エコー検査につきまし

ては、今回の選挙の中で私も必要性を申し上げて

きたところでございますが、今まで那須塩原市の

考え方と若干違う部分がございます。その辺のき

ちっとした整合性を今後とっていきたいというふ

うに考えているところであります。 

  私の基本的な考え方は変わっておりませんけれ

ども、今までのやはり市の考え方との乖離があり

ましたので、その辺についてはきちっと早急に詰

めさせていただくということで今後対応していき

たいなというふうに思っております。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） ぜひ、⑸にもかかわっ

てきますが、市長の掲げる市民優先のまちづくり

実現のために、市民の声、不安の声が上がってい

ると、そういう中でしっかり受けとめて、市民の

声に沿った施策を進めていっていただきたいと思

います。 

  ⑸に入りますが、ニーズの把握、市民優先のま

ちづくりの実現のために市民の声ということで答

弁をいただきました。 

  ニーズの把握は、アンケート、意見調査により

市民のニーズに的確に応えたいと、考えを異にす

る人にも話を聞く対応をすると、こういう答弁が

既に行われております。再質問はありません。ぜ
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ひこうした態度をしっかりと貫いていっていただ

きたいと思います。 

  ２番に入ります。２、国保税の引き下げについ

てです。 

  国保運営が2018年度から都道府県へ移管が進め

られている中、本市の考えを求めるものです。 

  ⑴他市町に比べ高い短期証の発行は見直し、資

格証の発行はやめるべきだと思いますが、市の考

えを求めます。 

  ⑵です。国保財政で半分に削減された国庫負担

金をもとに戻すよう求める国への要請はどのよう

に行われていますか。 

  ⑶です。県内市町で２番目に多くため込んだ財

政調整基金を計画的に活用し、払いやすい国保税

に引き下げを行い、健康診断を無料化すべきだと

思いますが、市の考えを聞かせてください。 

  以上、３点について考えを求めます。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） ２の国保税の引き

下げにつきまして順次お答えをいたします。 

  初めに、⑴の他市町に比べ高い短期証の発行率

は見直し、資格証の発行はやめるべきについてお

答えをいたします。 

  国民健康保険税を滞納いたしますと、市国民健

康保険税滞納者対策実施要綱及び国民健康保険証

交付判定基準に基づき、滞納期間や納付状況等に

応じて短期被保険者証や被保険者資格証明書を交

付しております。なお、この国民健康保険証交付

判定基準は、毎年見直しを行っているところでご

ざいます。 

  これらの短期被保険者証や被保険者資格証明書

交付対象者には、事前に納税相談をお願いし、世

帯員を含め、年齢、収入、預貯金、資産の確認を

行い生活実態の把握に努め、総合的に判断した上

で交付をしております。また、通常の納税相談に

加え、休日納税相談会やトワイライトサービスな

ど、機会あるごとにきめ細かに納税相談を行って

おります。 

  なお、１年以内に納付のある場合はその状況等

により２カ月間から６カ月間の短期証を交付し、

１年以上全く納税がない場合のみ資格証明書を交

付しております。 

  納税相談の中で納税が困難な事情が認められる

場合は、資格証明書にかえて短期証を交付してお

りますので、税負担の公平性を確保する上でも、

今後も現行のとおり継続をしていきたいと考えて

おります。 

  次に、⑵の国保財政で半分に削減された国庫負

担金をもとに戻すよう求める国への要請はどのよ

うに行われているかについてお答えいたします。 

  全国知事会、都道府県国保連合会、全国市長会

等が主催し、国民健康保険が直面する諸問題の改

善を期して開催される国保制度改善強化全国大会

に参加し、国庫負担の引き上げ等国保制度の財政

基盤の一層の強化を図る要望を全国の国保関係者

とともに行うなどの活動を行っており、引き続き、

栃木県、栃木県国民健康保険団体連合会と連携し

て要望してまいります。 

  最後に、⑶の県内市町で２番目に多い財政調整

基金を計画的に活用し、払いやすい国保税にする

ため引き下げを行い、健康診断を無料化にすべき

についてお答えいたします。 

  国民健康保険税につきましては、歳出に対して

適正な歳入となる税負担を実現するため税率等の

見直しを行い、平成26年度に3.27％減税しており

ます。平成29年度以降の税率については、平成28

年度に見直しを行う予定ですが、医療費に見合っ

た税負担を考慮して検討していきたいと考えてお
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ります。 

  基金につきましては、高齢者の増加、医療技術

の高度化などにより保険給付費が増加し、財源の

不足分を埋めるために、平成27年度予算では約７

億6,000万円の取り崩しを、また平成28年度予算

では約９億円の取り崩しを予定しております。 

  なお、健康診断を無料にというご意見ですが、

国保の保健事業であります健康診断、特定健康診

査につきましては、制度開設以来、無料で実施を

しております。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） ご答弁いただきました。 

  ⑴の再質問をしていきたいと思います。 

  那須塩原市の収納率は毎年改善され、昨年６月

現在89.65％で県内17位です。市の滞納世帯は

15.98％、14位で、短期証の発行率は5.40％で11

位、1,091世帯への発行です。 

  短期証はここのところ減ってきています。減っ

た理由を聞かせてください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） 短期証、それから

資格者証、基本的に交付をする条件は変えてござ

いません。納付の状況ですとか各滞納者の方の状

況等によるところでございますけれども、滞納と

いうか、収納率が上がってきているということで、

皆様のご理解をいただきながら納付をいただいて

いるところが大きな要因ではないかというふうに

思うところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） 率は変えていないと、

納付率が上がったせいでの改善ではないかという

答えでありました。 

  短期証は、いつも那須塩原市は栃木県で１位と

か２位とかというのが今まで常連だったんですが、

ここ、先ほども言いましたように11位というとこ

ろまで来ています。しかし、依然として高いとい

うのはあります。 

  資格証の話も出ましたが、資格証に移ります。

資格証の発行、保険証の取り上げは、本市は県平

均の1.66倍の4.67％で、928世帯の取り上げが県

内２位という高さで続いています。よその自治体

が１位から変わっても、この２位というのはずっ

と続いています。 

  そこで伺っていきます。 

  収納率の幅は小さくなってきていますが、確実

に改善しています。県で３番目に安い医療費を維

持している市民に応えるためにも、保険証の取り

上げを減らす対策が必要です。機械的な対応はし

ていないと聞いていますが、考えを聞かせてくだ

さい。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） 最初にお答えした

ことの繰り返しというふうな形になってしまいま

すけれども、資格者証の交付につきましては、１

年以上全く国民健康保険税の納付がない場合とい

うのが原則でございますけれども、それでも納税

相談などをきめ細かに行いながら諸事情をお聞き

しまして、納税が困難な状況等が把握できるよう

な場合には短期証を交付しているというようなと

ころもやっておりますので、やり方につきまして

は、引き続きこのような形で進めさせていただけ

ればと思うところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） 答弁がありました。 

  収納率が24位の日光市は取り上げ１位から13位
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に減らし、那珂川町は昨年も取り上げはゼロです。

資格証を発行していません。保険証の取り上げは、

８年連続、栃木県が日本一の大変不名誉な状況で

す。全国的には、取り上げても収納率が上がらず、

治療がおくれ医療費がかさむため、よいことは何

もないという理由からです。資格証の発行、至急

に減らすための改善を重ねて求めるものです。 

  ⑵に入ります。 

  国保財政で半分に削減された国庫負担をもとに

戻すよう国に求める要請はどういうことで行われ

ているか答弁を求めますと。国保の財政がこんな

に厳しくなった最大の要因は、国が国庫負担を引

き下げてきたからです。当初の50％から現在24％

まで引き下げています。結果的に自治体の財政が

厳しくなってきたと、保険料も上がって大変市民

が苦しんでいるという状況でもあります。 

  国保の全国知事会代表が福田富一知事であるこ

とから、昨年も、知事とともに首長らの、半分に

引き下げられた国庫負担の増額を求める要請が行

われたと報道されました。２年後には国保が県ご

とに統一され、市の対応は今までとほとんど変わ

りませんが、国からの支援金が交付される一方、

保険料の決定や一般会計からの繰り入れができな

くなり、国からの支援金は不足する額でしか示さ

れていないので、行き着く先は保険料の値上げし

かありません。財政基金の取り扱いについても今

でも不鮮明なままです。 

  そこで伺います。 

  市独自の要請は行われていますか。国保都道府

県統一化について、基金の取り扱いなど新たな情

報はありますか。あわせて、国からの交付金の使

い道について報道が始まっています。市の考えを

聞かせてください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） まず、国庫負担の

増額の要請ということでございますけれども、現

行で考えておりますのは、当然、要請活動は引き

続きやってまいりますけれども、市単独というこ

とではなく、県あるいは国保連合会、それから市

長会等があれば市長会、そこら辺のところと連携

してやっていきたいというふうに思っているとこ

ろでございます。 

  それから、財政調整基金の使い方については、

今、平成30年に国保が県に移行するというのか共

同運営するというのかちょっと実態がまだ見えな

いところではございますけれども、それに向けて

各種協議をしているところではございます。ただ、

財政調整基金をどのようにするのかということは

まだ具体的には示されていないというのが実情で

ございます。 

  それから、国からの交付金の使い道についても

議論としてはこれからかなというふうに思うとこ

ろでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） 答弁をもらいました。 

  ⑶に入っていきたいと思います。 

  先ほど答弁の中に28年度に見直しを行う予定と

いうのがありましたが、そういう受けとめでやっ

ていきたいと思います。 

  そこで、さらに伺っていきます。 

  那須塩原市は、財政調整基金の適切な額がどの

くらいあればいいと思っているんでしょうか、聞

かせてください。できれば１人当たりの額で答え

てくれると比較しやすいので、答弁を求めます。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（松江孝一郎） 財政調整基金につ

きましては、議員もご承知のとおり、医療給付費
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が不測の事態で過大になった、増大した場合に備

えて積み立てているものでございますけれども、

これがどのぐらいあれば適正なのかというのはな

かなか難しいところでございます。 

  まして、１人当たりという数字を出すのはもっ

と難しい数字で、大変申しわけございませんけれ

ども、ここでお答えができないというのが実情か

と思います。 

  以上でございます。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） 答弁がありました。 

  財政調整基金は、市民から預かった大切な税金

を積み立ててきたものです。県内自治体、１人当

たり８円という町から、那須町は31円、大田原市

は県平均並みの１万6,000円台、１位の塩谷町は

６万円台となっています。那須塩原市は、19億

5,000万円の時点で県内平均の3.4倍、これは市の

ほうから出していただいた数字です。１人当たり

５万円以上あります。こんなにもため込んでおく

必要はありません。 

  先ほども国のほうの財政調整基金がまだはっき

りしていないという答弁がありました。県に国保

が統一されて、基金がないから多く持っている自

治体は多くの負担をというようなことになったら、

なかなか責任がとれないという部分が出てきます。 

  財政調整基金は市民に還元するのが基本です。

本市の保険料より足利が5,000円安く、栃木市は

約2,000円安い、そういう状況です。３回目の保

険料の引き下げと健康に努力する市民の健康寿命

を伸ばすため、健康検診の一部負担をなくすべき

です。近くの大田原市は無料でやっています。西

那須野地区に行きますと、合併前は無料だったか

ら無料になれば検診の項目がもっとふやせるとい

う声が強く聞かれます。こうした市民の声にしっ

かりと応えていただきたいと思います。 

  あわせて、健康検診の中でがん検診、まだまだ

国際的な検診の率までは到達していません。那須

塩原市は結構高い位置にいて、いい検診をやって

いると評価していますが、進行の速い女性特有が

んの検診、新しい検診法も評価が高まっています。

こうした受診率を向上させるためにも無料とさせ

るべきです。 

  以上でこの項の質問は終わります。 

  続いて、３番に入っていきたいと思います。３、

定住促進についてです。 

  国は、一極集中を是正し、地域でも若者世代の

就労、結婚、子育てなど住民の希望を実現する課

題解決を求めています。本市で豊かに生きるため

の施策と考えを聞かせてほしいと思います。 

  ⑴です。本市の市民の転入・転出の推移とその

要因についてどのように捉えていますか。 

  ⑵です。市の合計特殊出生率は幾つですか。ま

た、全国の人口増加市町村と比較し何が必要と考

えていますか。 

  ⑶です。ここで訂正があります。「交付金を使

い」とありますが、交付金は使っていないという

お話がこの自治体からわかりました。先に進みま

す。 

  子ども医療を拡充する市町村が県内にもありま

す。市の子ども医療の現物給付を高校生まで拡充

する考えがありますか。 

  以上、３点について答弁を求めます。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） それでは、３の定住促進

について順次お答えいたします。 

  私から、⑴の本市の市民の転入・転出の推移と

その要因についてお答えいたします。 

  転入・転出の推移につきましては、平成24年は
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転入者3,735人、転出者3,737人で２人の転出超過、

平成25年は転入者3,622人、転出者3,723人で101

人の転出超過、平成26年は転入者3,347人、転出

者3,664人で317人の転出超過となっております。 

  要因につきましては、明確な裏づけはございま

せんが、まち・ひと・しごと創生総合戦略におき

まして、平成23年に発生した原発事故の影響が要

因の一つであると分析しているところでございま

す。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 続きまして、⑵、

⑶につきましては所管いたします私のほうから答

弁させていただきます。 

  まず、⑵の本市の合計特殊出生率は幾らか、ま

た全国の人口増加市町村と比較し何が必要と考え

ているかということについてお答えいたします。 

  本市の合計特殊出生率は、平成26年では1.51と

なっており、栃木県や全国の数値と比較してもや

や高い傾向にあります。人口が増加するためには、

出生数が死亡数を上回る自然増と、転入が転出を

上回る社会増が図られなければなりません。その

ためには、子育て世代を中心とした定住促進を図

ることが重要であり、若い世代が安心して子ども

を産み育てることができるよう、雇用対策や子育

て環境の充実が必要であると考えております。 

  続きまして、⑶子ども医療を拡充する市町があ

るということに関しまして、本市の子ども医療の

現物給付を高校生まで拡充する考えはあるかにつ

いてお答えいたします。 

  子ども医療費の助成方法につきましては、未就

学児のみ現物給付を実施しており、小学生以上は

償還払いとしております。現物給付対象年齢を高

校生まで引き上げると、受給者の自己負担として

いた分につきましても助成の対象になりますので、

助成額の総額が大きくはね上がります。 

  また、小学生分につきましては、現物給付とす

ることで県の補助金の補助率が２分の１から４分

の１に引き下げられることになり、歳入となる補

助金額は半額となります。それに加えまして、現

物給付対象年齢拡大分の国からの国民健康保険療

養給付費等負担金などの減額も行われることにな

ります。 

  以上のことから、現物給付は将来にわたり多大

な財政負担を伴いますので、現段階では対象年齢

拡大の考えはございません。 

  今後は、償還払いの申請方法の周知徹底や手続

の簡素化を図っていきたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 質問の途中ですが、ここ

で10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 ３時５９分 

 

再開 午後 ４時０８分 

 

○議長（中村芳隆議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

  11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） 答弁をいただきました。 

  それでは、順次再質問をしていきたいと思いま

す。 

  本市の転入・転出の推移とその要因について伺

いました。24年が２人、25年が101人、26年が317

人と、その要因は放射能の影響が大きいのではな

いかというお話でした。全国的な転入・転出の三

大要因は、結婚と仕事、そして住宅の購入と言わ

れています。 

  那須塩原市は、先ほど放射能の問題もやりまし

たが、放射能の影響という分析が出ました。放射
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能の問題を省いてというのはなかなか那須塩原市

では難しいのかと思いますが、これからも放射能

の対策をしっかりとやっていかなければならない

と思います。 

  その他については、結婚による転出をどう防ぐ

か、住宅をどう用意するか、住むところの医療機

関、那須塩原市は恵まれていると、私自身もそう

見ています。交通アクセスというところもこれは

非常にいいと、そうした資源がしっかりあると、

こう私も見ています。そういう中で、出生率が

1.51と高いという答弁が出ました。 

  転出先については聞いていませんでしたが、転

出先などの分析などもできているのでしょうか、

できていましたら聞かせてほしいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） ちょっと字が細かいので

あれなんですけれども、今、ＲＥＳＡＳという国

のほうでつくっているデータがあるんですけれど

も、その分析を見ますと、2014年、転出超過先の

上位５地域ということで、宇都宮市、川崎市、さ

くら市、久留米市、さいたま市が上がってござい

ます。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） わかりました。 

  やっぱり東京圏と、なぜかさくら市というのが

入ってくるんですが、私のほうでも、このさくら

市が、先日報道されました2015年の国勢調査で栃

木県で人口がふえた市の中に４位で入っています。

那須塩原市が６位、残念ながら那須塩原市はマイ

ナス0.65ということで、先ほどせっかく出生率が

高いという答弁をいただいたんですが、そういう

状況が報道されています。 

  さらに伺っていきます。 

  国の人口ビジョンでは、2060年で20％減、栃木

県は200万人から24％減少して152万人になると推

測されています。本市の人口ビジョンは11万

5,000からどのように描かれているのか聞かせて

ください。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） 人口ビジョンにつきまし

ては国勢調査をもとにして行われております。と

いうことで、平成22年の国勢調査をベースにして

というところしかまだないわけですけれども、既

に今回の国勢調査の速報値の中で示されていると

おり減少が始まっているという状況なものですか

ら、ちょっと人口ビジョンの推移とはもう既にか

け離れているというところはあるんですが、人口

ビジョンの中での推移ということで申し上げれば、

平成32年、2020年が11万7,911人、平成42年が11

万4,030人、平成52年が10万7,484人というような

推計となってございます。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） 今、人口ビジョンと少

し乖離が出ているというお話もありましたが、か

なりのスピードで那須塩原市も減っていくと。今

まで那須塩原市は減らないのかなと、私も、減ら

ないわけはないんですがと思いつつもちょっと思

ったより減っているというような、そういう感想

があります。 

  そこで伺っていきます。 

  本市は、人口の減らないまちづくり、選ばれる

まちづくりを掲げて早目、早目の手を打ってきた

としていました。県平均並みの人口減少という数

字をどのように受けとめていますか、聞かせてく

ださい。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） 減少人口ということで、
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減少人口については負のスパイラルということで、

経済的な影響にも大きくかかわって、最終的に財

政的な面にも影響してくるということで、できる

だけ人口を減らさないということが必要だろうと

いうふうに思っておりまして、そのために定住促

進に向けた取り組みを行っているというところで

ございます。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） 経済的にも大きな影響

を受けることにかかわってくるという答弁でした。 

  国の長期ビジョンでは、合計特殊出生率を今の

1.42から目標1.8以外、数値や説得力のある施策

と展望は示されていません。今日の少子化、人口

減少の原因がどこにあるのか、地方をここまで疲

弊させたのは誰なのか、その真摯な総括もありま

せん。結果的に出生率を向上させる方策にはこれ

さえあればというような決定打もなければ、これ

まで誰も気づかなかったような奇策もないと述べ、

具体的には地方に丸投げしています。 

  2014年の合計特殊出生率は、先ほども言いまし

たが1.42です。2010年には748人になると予測さ

れてきた、これは皆さんもよくご存じの宮崎県西

米良という村です。出生率2.45になり、若い人や

子どもがふえ、お年寄りが元気になっていると、

こうレポートされています。国内の若者にブルー

ベリーの収穫等に来てもらい、代金も支払いなが

ら滞在してもらう事業を10年近く続けています。

こういう中で、村を気に入って移住定着する人が

出てきて、結婚して子どももふえていると。村長

は、人口目標を掲げてやってきたわけではない、

村民の幸福度を一番の目標にしてきたその結果だ

と、こう答えています。 

  島根県の海士町や宮崎県の綾町は、離島や山間

地域でも人口増を実現させています。自治体の行

政権限を産業や住宅、若者定着にしっかりと生か

しているというのも大きな特徴です。 

  那須塩原市と同じような規模の自治体では、新

潟県の上越市、静岡県の掛川市など、合併して人

口がほぼ那須塩原市に近い状況で小学校区別に地

域づくりを計画し、策定を進めています。人々が

生きていくためには、生活圏ごとに生活と産業が

結びついた計画を立てる必要があります。まさに

地方自治体のあるべき姿ではないかと思います。 

  自治体が自治体の持っている魅力、特色、こう

した財産をしっかりと磨き上げ、ないものを探す

んではなくて、あるものを見つけて磨くと、市長

の言葉の中にも出てきたかと思います。あるもの

に磨きをかけるんだというお話がありました。 

  こうした考え方と一致するものがあると思いま

すが、自治体が消滅するのはどういうときだと想

定していますか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） 自治体が消滅するときと

いうちょっと想定しづらいご質問ですけれども、

人口減少ということで警鐘を鳴らしている増田寛

也さん等の論からいえば、やはり若い女性が少な

くなってくるという状況がそうした原因の一つに

なってくるというような分析がある。私らも、そ

ういうようなことは確かにあろうかなというふう

に思っているところでございます。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） 答弁をいただきました。 

  想定外の質問でちょっと答えづらかったと思い

ます。申しわけないです。 

  自治体が消滅するのは合併で自治権を返上する

ときだと、そんなふうに私、考えていました。地

域で住民がしっかりと頑張れば消滅することはほ

とんどないんだというふうに私は捉えています。

想定外の質問で失礼しました。 
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  ⑶に入ります。 

  定住促進の子育て支援のためにということで質

問をいたしました。答弁は、18歳まで子ども医療

を拡充すると市の負担が大きく増大すると、国か

らの交付金も２分の１、４分の１に半減すると、

国からのペナルティーも考えなければいけないと

いうお話がありました。 

  そこで、定住促進の交付金を使った場合はどう

いうふうになるかというのは考えたことがありま

すでしょうか。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 交付金ということ

で、国保の国庫のペナルティーがなくなるという

お話かと思いますので、私のほうから関連でご説

明させていただければと思います。 

  この交付金につきましては、平成26年度の補正

ということで、地域活性化・地域住民生活等緊急

支援交付金ということで地方創生の交付金という

名称で来た交付金のことかと思います。本市では

子育て応援券等に使っておりまして、国のほうで

は、この交付金を使った場合には国保のペナルテ

ィーを科さないという方針が出ておりますけれど

も、こちらの交付金は単年度で、この後、継続す

るかどうかというのがちょっと見込みが立たない

ものですし、本市では別のほうに充てさせていた

だきましたので、こちらを活用するということは

考えておりません。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） 定住促進の交付金は単

年度と、１年限りということでよろしいんですか。

もう既にこれは過ぎてしまったものでこれからは

対象にならないという答弁でよろしいんでしょう

か。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  子ども未来部長。 

○子ども未来部長（藤田恵子） 26年度の補正とい

うことで交付されたものですので、例えば今年度、

来年度、将来につながるかどうかというところの

確定がない状態でございます。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） 地域活性化・地域住民生

活等緊急支援交付金をおっしゃられているのかと

思いますけれども、それは26年度の補正の対応と

いうところのものでございます。 

  それで、国のほうでは地方創生関係の交付金は

変わっておりまして、地方創生加速化交付金とい

うことで行われております。この交付金につきま

しては、自立性や官民協働、地域間連携、政策間

連携等で先駆性を有する事業が該当になるという

ことでございますので、お尋ねの医療費等の関係

は多分対象にならないだろうというふうに思って

おります。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） わかりました。 

  国会で、この交付金を使って子ども医療等を拡

充した場合はペナルティーはないよという議論は

結構幅広く行われていて、これを機に拡充した地

域もありますので、使えるものかという形で質問

をいたしました。該当しないということなので残

念と言うほかはありません。 

  さらに進めていきたいと思います。 

  そうした国からのペナルティーやそういうのが

ある中でも、栃木県内でも子ども医療を18歳まで

完全無料化したという自治体が、私の知っている

範囲でも２つほどありました。それは塩谷町とさ

くら市と。 

  先ほど人口が増加していると、なぜさくら市な
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んだという形があるんですが、そうしたペナルテ

ィーを覚悟の上で、これ18歳まで栃木県内全部使

用可能ですよと、さくら市の場合は、そういうふ

うに説明を受けました。そういう中で、交通の便

や医療なんかも合わせてそんなに、新幹線もない、

高速道路もないというようなところで人口がふえ

ているということで、住宅事情がいいのかなとい

うのがあるくらいで、ほかはありません。 

  こういう自治体についてどのように見られてい

るんでしょうか、聞かせていただけると助かりま

す。 

〔「もう一回」と言う人あり〕 

○１１番（髙久好一議員） 那須塩原市に比べると、

交通の便がそんなにいいとは思えないところで人

口増があらわれています。こうしたところを那須

塩原と比較してどのように受けとめていられるか

聞かせていただきたいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 企画部長。 

○企画部長（片桐計幸） 今般、国勢調査の速報値

が出まして、ふえているところもあるわけですけ

れども、その状況を見ますと、宇都宮市を中心と

した市町がふえているということからしますと、

やはり宇都宮市中心というところでの人口の集積

が進んでいるというふうに見ております。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） 答弁をいただきました。

栃木県内の宇都宮市も県内では２番目に人口がふ

えているところというふうに出ています。その周

辺ということでございました。そういう中での人

口増加と見ることができるというお話でございま

す。 

  以上でこの項の質問を終わります。 

  最後の４、本市の水道料金についてに入りたい

と思います。 

  本市の水道料金は県内他市と比べ３番目に高く、

市民の暮らしを圧迫しています。 

  ここで訂正をお願いします。「３番目」ではな

くて県内14市のうちの「４番目」です。そう訂正

させてください。 

  市民生活を守るため、大きな要因である県水の

引き下げ要請を県に行い、ひとり暮らしの高齢者

のため基本の部分に10㎥の基準を設け、節水の効

果がより反映できるように見直す考えはあります

か、答弁を求めます。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（八木澤 秀） ４の本市の水道料

金について、初めに、県水の引き下げ要請を県に

行う考えがあるかについてお答えいたします。 

  本市水道事業における水源の約４割を占めます

栃木県北那須水道からの受水費につきましては、

栃木県と受水市である本市並びに大田原市の三者

で締結した協定書及び県条例に基づいて支払って

おります。 

  平成26年度から30年度までを期間とする現行協

定書につきましては、料金計算の基礎となる総括

原価等の確認などの協議をこの三者で行い締結に

至ったものでありますので、引き下げ要請を行う

考えはございません。 

  今後におきましても、協定改定等の際には、三

者協議におきまして総括原価等の確認などを適切

に行ってまいります。 

  次に、基本部分に10㎥を設け節水の効果がより

反映できるよう見直す考えはあるかについてお答

えいたします。 

  本市水道事業の現在の水道料金は、平成22年度

に統一したもので、メーター口径別の基本料金に

使用水量に応じた従量料金を加えた額としており

ます。 
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  料金統一に係る水道事業審議会の答申に、節水

努力の料金への反映、必要負担の公平性確保の観

点から基本水量は設定しないとされているとおり、

節水意識向上を図るために、今後も基本水量を設

定する考えはございません。 

  以上です。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） 答弁がありました。 

  県水の引き下げのための働きかけと、使用量の

少ない市民への基本部分の細分化をする見直しを

求めました。 

  現在の水道料金は、合併後、今答弁があったと

おり22年10月に統一されたものです。市の水道の

使用量の約９割は一般家庭で、一般家庭の料金が

上がらないようにするため現在の料金にしたとさ

れています。料金の体系は、２カ月で20㎥の単価

と、それを超える場合の単価の２段階になったと

しています。水道料金は、普及率や水源、自治体

の広さや地形などの影響を受け、製造と輸送コス

トによって料金が異なってくると聞きました。 

  そこで伺っていきます。 

  加入金の口径100mmと150mmは、「管理者が別に

定める金額」となっています。それぞれの単価を

聞かせてください。あわせて、口径が大きくなる

ほど料金が上がる累進率と言っていいんでしょう

か、はどのようになっているか聞かせていただき

たいと思います。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（八木澤 秀） 確かに、22年に改

定したところ、100mmと150mmの加入金については

「管理者が別に定める」というふうになっており

ます。この理由なんですが、今、私の段階でちょ

っと勉強不足でわかりませんので、ここではちょ

っとお答えできないということでご容赦願いたい

と思います。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） わかった時点で知らせ

ていただけるとありがたいと思います。 

  口径が大きくなるほど加入料金が上がりますが、

累進率は徐々に下がってくる傾向なので聞いてみ

ました。 

  水道事業は、企業会計で総括原価方式で行われ

ているとも伺ってきました。水道事業は赤字では

経営できないとも言われています。 

  そこで伺います。 

  県内14市平均の供給単価は159円89銭、県内市

と町の平均供給単価は161円22銭、このうち供給

単価のほうが給水原価よりも安い３市６町があり

ます。これを私は原価割れと判断しました。この

中で、本市よりも安く供給している２市２町があ

ります。必要な水を住民に安く提供した結果だと

思いますが、考えを聞かせていただきたいと思い

ます。 

○議長（中村芳隆議員） 答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（八木澤 秀） 県内には供給原価

を下回る金額で提供しているというところがある

というのは承知しております。これはそれぞれの

市町で考え方がやっぱりあると思うんですが、例

えば本市の場合でいいますと、給水原価のほうが

25年度のものでいいますと1.5円ほど下回ってい

ると、利益が1.5円、１㎥当たりですけれども出

ているわけですね。 

  ほかの町の中では100円ぐらいの開きがあると

ころもあります。赤字ですね。売れば売るほど赤

字というところもあるわけですけれども、これは

やはり、それぞれの地理的要因等によってどうし

ても金額が上がってしまう、かといってそこまで

は使用される方に負担を求めることができないと
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いうことで、一般会計のほうからそういう補塡と

いうのがあるんだろうというふうに思いますけれ

ども、基本は、公営企業会計ですからやはり独立

採算というのが原則だと思っております。 

  そういう中で、私どもは適正に、安定して継続

できるような金額を設定させていただいてやって

いるという考えでございます。 

○議長（中村芳隆議員） 11番、髙久好一議員。 

○１１番（髙久好一議員） 那須塩原市は、安全な

水を健全経営でやっていきたいという趣旨の答弁

だったと思います。 

  本市の高い水道料金をもっと安くという市民の

求めに応えての質問をいたしました。合併後、こ

の料金体系になるときには、水道会計が赤字では

ない中で６年を要した段階的な緩和措置を経て料

金統一に合わせた結果、西那須野地区は下がるも

のの塩原と黒磯地区は値上げとなるため、条例に

は反対しました。 

  今後は、さらなる市民優先で払いやすい水道料

金を求めて、私の一般質問を終わります。 

○議長（中村芳隆議員） 以上で、11番、髙久好一

議員の市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎散会の宣告 

○議長（中村芳隆議員） 以上で本日の議事日程は

全て終了いたしました。 

  本日はこれをもって散会いたします。 

  ご苦労さまでした。 

 

散会 午後 ４時３８分 




